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別紙 

申請事項記載書 
 
１ 調査の名称 作物統計調査 

 

２ 変更の内容 

＜目次＞ 

◆調査計画本文（その１：耕地面積調査、水稲に係る調査） ··················································································· P１ 

◆調査計画本文（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び花きに係る調査） ········································· P５ 

◆調査計画本文（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査） ································································· P９ 

 ◆別添１ ································································································································· P13 

 ◆別添３ ································································································································· P15 

◆別添４ ································································································································· P18 

 ◆別添５ ································································································································· P20 

◆調査票（別記様式第１号） ··············································································································· P21 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

調査計画 

（その１：水稲に係る調査） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その１：水稲に係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査については、作付面積調査とする。 

    作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分す

る。 

水稲については、このうち、予想収穫量調査及び収穫量調査を行

う。水稲の作付面積の把握及び公表については、注６を参照。 

なお、耕地面積の把握及び公表については、注７を参照。 

 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □

調査計画 

（その１：耕地面積調査、水稲に係る調査） 

 

 １ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その１：耕地面積調査、水稲に係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査は、耕地面積調査及び作付面積調査に区分する。 

    作況調査は、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

水稲については、このうち、予想収穫量調査及び収穫量調査を行

う。水稲の作付面積については、注７を参照。 

 

 

 

３ 調査対象の範囲 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □

 
耕地面積調査に
ついて、実測調
査を行わず、毎
年、原則 3 月 31
日現在の人工衛
星データを用い
て更新した耕地
の位置や形状等
をデジタル化し
た情報（筆ポリ
ゴン）を基に、行
政記録情報と必
要に応じて現地
確認する結果に
より、情報を補
完の上、取りま
とめを行うこと
とするため（以
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

地方公共団体 ■その他） 

（削る） 

 

 

   予想収穫量調査、収穫量調査 

   水稲の栽培の用に供される土地 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（３）報告義務者 

水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査については、報告者（耕

地の所有者又は耕作者）から回答を求める方法に代えて、地方農政局

等（注２）の職員又は統計調査員による実測、巡回・見積り及び情報収

集（以下「実測調査」という。）により行う。 

水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査を行う作況標本筆（水稲

の栽培の用に供される土地のうちから農林水産大臣が定めるところ

により抽出した区域：約8,000筆）の抽出方法については、別添３の

「１ 作況標本筆の抽出方法」を参照。 

 

 

 

（注２）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣

府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（注３） 

（削る） 

 

ア 予想収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第23号）を参照） 

水稲の時期別の予想収穫量 

イ 収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第23号）を参照） 

水稲の収穫量 

〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

地方公共団体 ■その他） 

 ア 耕地面積調査 

   農作物の栽培を目的とする土地及び農作物の栽培を目的として

いた土地 

 イ 予想収穫量調査、収穫量調査 

    水稲の栽培の用に供される土地 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（３）報告義務者 

耕地面積調査、水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査について

は、報告者（耕地の所有者又は耕作者）から回答を求める方法に代え

て、地方農政局等（注２）の職員又は統計調査員による実測、巡回・見積

り及び情報収集（以下「実測調査」という。）により行う。 

耕地面積調査を行う標本単位区（全国の区域を区分して設けた耕地

が存在する区域（単位区）から抽出した区域：約29,000単位区）並び

に水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査を行う作況標本筆（水稲

の栽培の用に供される土地のうちから農林水産大臣が定めるところ

により抽出した区域：約8,000筆）の抽出方法については、別添３の

「１ 標本単位区の抽出方法」及び「２ 作況標本筆の抽出方法」を

参照。 

（注２）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣

府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（注３） 

ア 耕地面積調査（詳細は、調査票（別記様式第１号）を参照） 

耕地の田畑別面積、耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

イ 予想収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第24号）を参照） 

水稲の時期別の予想収穫量 

ウ 収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第24号）を参照） 

水稲の収穫量 

〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

下、調査計画そ
の１、その２の
１、その３の１
について同じ。） 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 （注３）いずれの調査についても実測調査として様々な情報を収集して

行うことから、報告を求める事項は、取りまとめる事項として記

載している。 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日現在によ

って行う（別添１の「２ 予想収穫量調査」及び「３ 収穫量調査」

を参照）。 

 

７ 報告を求める期間 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

（削る） 

 

ア 予想収穫量調査（注５） 

（９月25日現在調査）９月中旬～９月下旬 

（10月25日現在調査）10月中旬～10月下旬 

イ 収穫量調査 

水稲の収穫期 

（削る） 

 

 

 

 

 

（注５）水稲の生育状況に合わせて適期に調査を実施する必要があり、実

測調査の適期が調査の実施期間前である場合は、当該期間以前に調

査を行う場合がある。また、実測調査により得られた情報は、順次

蓄積し、予想収穫量調査（9月25日現在、10月25日現在）及び、収穫

量調査の集計の際に継続して使用する。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

 （注３）いずれの調査についても実測調査として様々な情報を収集して

行うことから、報告を求める事項は、取りまとめる事項として記

載している。 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日現在によ

って行う（別添１の「１ 耕地面積調査」、「３ 予想収穫量調査」

及び「４ 収穫量調査」を参照）。 

 

７ 報告を求める期間 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

ア 耕地面積調査（注５） 

７月上旬～７月下旬 

イ 予想収穫量調査（注６） 

（９月25日現在調査）９月中旬～９月下旬 

（10月25日現在調査）10月中旬～10月下旬 

ウ 収穫量調査 

水稲の収穫期 

（注５）７月中に調査を行うことを原則としつつ、地方農政局等の職員又

は統計調査員が現地に赴いて実測調査として行う性格上、梅雨や高

温などの天候状況を考慮し、必要に応じて６月から実測調査を行う

場合がある。これにより、調査の基準となる７月15日までに実測調

査を終えた地域にあっては、状況に大きな変動が見られなければ、

当該調査結果を７月15日時点の結果として扱う。 

（注６）水稲の生育状況に合わせて適期に調査を実施する必要があり、実

測調査の適期が調査の実施期間前である場合は、当該期間以前に調

査を行う場合がある。また、実測調査により得られた情報は、順次

蓄積し、予想収穫量調査（9月25日現在、10月25日現在）及び、収穫

量調査の集計の際に継続して使用する。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

  詳細については、別添４（注６、７及び８）を参照。 

 

（注６）水稲に係る作付面積については、実測調査を行わず、「需要に応

じた米の生産・販売の推進に関する要領」（平成26年４月１日付け

25生産第3578号）に基づき、農林水産省が各都道府県・各地域別に

公表する作付状況のデータを活用し、補完の上、取りまとめ、公表

する。 

（注７）耕地面積については、実測調査を行わず、毎年、原則3月31日現

在の人工衛星データを用いて更新した耕地の位置や形状等をデジ

タル化した情報（筆ポリゴン）を基に、行政記録情報と必要に応じ

て現地確認する結果により、情報を補完の上、取りまとめ、公表す

る。 

（注８）水稲に係る７月15日現在の10ａ当たり収量の平均比見込み及び前

年比見込み（徳島県、高知県、宮崎県及び鹿児島県の早期栽培並び

に沖縄県の第一期稲に限る。）並びに８月15日現在の10ａ当たり収

量の平均比見込み及び前年比見込み（徳島県、高知県、宮崎県及び

鹿児島県の早期栽培並びに沖縄県の第一期稲を除く。）については、

実測調査を行わず、気象データ及び人工衛星データを利用した予測

により推計し、公表する。 

 

  詳細については、別添４（注７及び８）を参照。 

 

（注７）水稲に係る作付面積については、実測調査を行わず、「需要に応

じた米の生産・販売の推進に関する要領」（平成26年４月１日付け

25生産第3578号）に基づき、農林水産省が各都道府県・各地域別に

公表する作付状況のデータを活用し、補完の上、取りまとめ、公表

する。 

（新設） 

 

 

 

 

（注８）水稲に係る７月15日現在の10ａ当たり収量の前年比見込み（徳島

県、高知県、宮崎県及び鹿児島県の早期栽培並びに沖縄県の第一期

稲に限る。）及び８月15日現在の10ａ当たり収量の前年比見込み（徳

島県、高知県、宮崎県及び鹿児島県の早期栽培並びに沖縄県の第一

期稲を除く。）については、実測調査を行わず、気象データ及び人

工衛星データを利用した予測により推計し、公表する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最新の公表資料
名のタイトルに
合わせた変更 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

調査計画 

（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び

花きに係る調査） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び

花きに係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査については、作付面積調査とする。 

    作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分す

る。 

麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び花

きについては、このうち、作付面積調査及び収穫量調査を行う。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類

の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１の「１ 作付面積

調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）（注３、４） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味す
る。 

（注３）さとうきびのうち、鹿児島県の屋久島を除く島しょ部で栽培
されるものについては、同県が公表する資料を活用することか
ら、調査を行わない。 

 
 
 
 
 
（注４）花きのうち、長野県で栽培されるものについては、同県が保

有する行政記録情報等を活用することから、調査を行わない。 

 

 

調査計画 

（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び

花きに係る調査） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び

花きに係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査は、耕地面積調査及び作付面積調査に区分する。 

    作況調査は、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び花

きについては、このうち、作付面積調査及び収穫量調査を行う。 

 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類

の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１の「２ 作付面積

調査」及び「４ 収穫量調査」を参照）（注３） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味す
る。 

（注３）さとうきびについては、鹿児島県及び沖縄県の範囲を対象と
しているが、鹿児島県のうち、屋久島を除く島しょ部について
は、鹿児島県が公表する資料を活用することから、調査を行わ
ない。 

 
 
 
 
（新設） 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
花き及び茶の
行政記録情報
等の活用にお
ける注釈と記
載を揃えるた
め 
 
花き作付面積
調査及び収穫
量調査におけ
る長野県の行

6



 - 6 - 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、登録生産者（野菜に限

る。）、その他の関係団体（麦類、大豆、そば、なたね、野菜及び花

き） 

全国調査実施年：約3,800、主産県調査実施年：約3,800（延べ）

（全数） 

調査対象名簿は、地方農政局等（注５）が地方公共団体や関係団体

等から情報収集により作成した関係団体等名簿（作物別） 

（注５）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内
閣府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

イ （略） 

ウ 製糖会社・製糖工場等（注６）（さとうきび）：約30（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等が地方公共団体や関係団体等

から情報収集により作成したさとうきび調査対象一覧表 

（注６） 農業協同組合が製糖工場を運営している場合には、当該農業協同組合に

対して報告を求める。 

 エ （略） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■

有意抽出） 

 ア 関係団体等については、全数調査により行う。 

イ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数階

層は全数調査により、標本階層は原則として無作為抽出により行う。

ただし、一部有意抽出により行う場合がある。標本となる農林業経

営体の抽出方法については、別添３の「２ 農林業経営体の抽出方

法」を参照。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、登録生産者（野菜に限

る。）、その他の関係団体（麦類、大豆、そば、なたね、野菜及び花

き） 

全国調査実施年：約3,800、主産県調査実施年：約3,800（延べ）

（全数） 

調査対象名簿は、地方農政局等（注４）が地方公共団体や関係団体

等から情報収集により作成した関係団体等名簿（作物別） 

（注４）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内
閣府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

イ （略） 

ウ 製糖会社・製糖工場等（注５）（さとうきび）：約30（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等が地方公共団体や関係団体等

から情報収集により作成したさとうきび調査対象一覧表 

（注５） 農業協同組合が製糖工場を運営している場合には、当該農業協同組合に

対して報告を求める。 

 エ （略） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■

有意抽出） 

 ア 関係団体等については、全数調査により行う。 

イ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数階

層は全数調査により、標本階層は原則として無作為抽出により行う。

ただし、一部有意抽出により行う場合がある。標本となる農林業経

営体の抽出方法については、別添３の「３ 農林業経営体の抽出方

法」を参照。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

政記録情報等
の活用のため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注４新設によ
る項ずれ（以下
その２につい
て同じ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
耕地面積調査
の変更に伴う
別添３及び調
査票の項目番
号等の変更（以
下調査計画そ
の２及びその
３について同
じ） 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第３号から第７号ま

で、第10号から第13号まで、第15号、第17号、第20号から第22号ま

で）を参照） 

ア、イ （略） 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１

の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）現在によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

    農林水産省－地方農政局等（注７）－報告者 

              （統計調査員） 

 

（削る） 

 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

 

（注７）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ
ーは、内閣府沖縄総合事務局を経由して農林水産省との間にお
ける事務を行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □

不定期 □その他（ ） 

   麦類、大豆、そば、なたね、てんさい及びさとうきびについては、

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第４号から第８号ま

で、第11号から第14号まで、第16号、第18号、第21号から第23号まで）

を参照） 

ア、イ （略） 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１

の「２ 作付面積調査」及び「４ 収穫量調査」を参照）現在によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

    農林水産省－地方農政局等（注６）－報告者 

              （統計調査員） 

 

回収については、地方農政局等経由（郵送又はオンライン）で

も可。 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

 

（注６）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ
ーは、内閣府沖縄総合事務局を経由して農林水産省との間にお
ける事務を行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □

不定期 □その他（ ） 

   麦類、大豆、そば、なたね、てんさい及びさとうきびについては、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６（２）調査方
法と重複した
記載となって
いるため、記載
を削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「諮問第 190 号
の答申作物統計
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

毎年全国調査を行う。野菜及び花きについては、令和13年産の調査

から５年ごとに全国調査を行い、それ以外の年には主産県の調査を

行う（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、農林水産省大臣官房統計部長が定

める時期とする。（注８） 

（注８）作物や地域によって収穫時期が異なるため、農林水産省大臣
官房統計部長が、地域の実情を踏まえて調査票の提出期限を定
める。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方

農政局等の職員又は統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注９）

によって補完するほか、行政記録情報等から得られる情報を活用する。 

 

（注９）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状

況の目視による確認などを内容とする。「情報収集」とは、当該地

域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行政記

録情報等の閲覧などを内容とする。 

 

毎年全国調査を行う。野菜及び花きについては、令和７年産の調査

から５年ごとに全国調査を行い、それ以外の年には主産県の調査を

行う（別添１の「２ 作付面積調査」及び「４ 収穫量調査」を参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、統計部長が定める時期とする。（注７） 

 

（注７）作物や地域によって収穫時期が異なるため、統計部長が、地
域の実情を踏まえて調査票の提出期限を定める。 

 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方

農政局等の職員又は統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注８）

によって補完するほか、行政記録情報等から得られる情報を活用する。 

 

（注８）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状

況の目視による確認などを内容とする。「情報収集」とは、当該地

域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行政記

録情報等の閲覧などを内容とする。 

調査の変更につ
いて」（令和７年
３月21日付け統
計委第２号。）に
おける指摘を踏
まえ、可能な限
り最新の農林業
センサスによる
母集団情報が利
用できるよう、
次回の全国調
査年の変更に
伴う変更 
 
用語の適正化 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

調査計画 

（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査については、作付面積調査とする。 

    作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分す

る。 

陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹については、このうち、

作付面積調査及び収穫量調査を行う。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類

の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１の「１ 作付面積

調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）（注３） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味す
る。 

（注３）茶のうち、鹿児島県で栽培されるものについては、同県が公

表する資料を活用することから、調査を行わない。 

 

（２）属性的範囲（■個人 ■世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □

地方公共団体 □その他） 

  ア （略） 

  イ 農林業経営体 

 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体（作

調査計画 

（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査）（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

    面積調査は、耕地面積調査及び作付面積調査に区分する。 

    作況調査は、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹については、このうち、

作付面積調査及び収穫量調査を行う。 

 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類

の作物ごとに農林水産大臣が定める地域（別添１の「２ 作付面積

調査」及び「４ 収穫量調査」を参照） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味す
る。 

（新設） 

 

 

（２）属性的範囲（■個人 ■世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □

地方公共団体 □その他） 

  ア （略） 

  イ 農林業経営体（作付面積調査については、令和８年産から調査

対象に含む。） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体（作

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
茶の作付面積
調査及び収穫
量調査におけ
る鹿児島県の
行政記録情報
等の活用のた
め 
年次経過を踏
まえ削除 
 
 
茶の作付面積
調査及び収穫
量調査におけ
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

付面積調査、茶以外の収穫量調査） 

全国調査実施年：約1,200、主産県調査実施年：約920（延べ）

（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等（注４）が地方公共団体や関係団体

等から情報収集により作成した関係団体等名簿（作物別） 

 

 

（注４）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内
閣府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

  イ 荒茶工場（茶の収穫量調査に限る。） 

全国調査実施年：約1,100、主産県調査実施年：約400（母集団の

大きさ 約3,300） 

    調査対象名簿は、荒茶工場への郵送・オンラインによる照会結

果及び事業所母集団データベースにより作成した荒茶工場母集団

一覧表 

  ウ （略） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■

有意抽出） 

  ア （略） 

  イ 荒茶工場については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層

は全数調査により、標本階層は無作為抽出の方法により行う。標

本となる荒茶工場の抽出方法については、別添３の「３ 荒茶工

場の抽出方法」を参照。 

  ウ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数

階層は全数調査により、標本階層は原則として無作為抽出により

行う。ただし、一部有意抽出により行う場合がある。標本となる

農林業経営体の抽出方法については、別添３の「２ 農林業経営

体の抽出方法」を参照。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

付面積調査、茶以外の収穫量調査） 

全国調査実施年：約1,200、主産県調査実施年：約930（延べ）

（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等（注３）が地方公共団体や関係団体

等から情報収集により作成した関係団体等名簿（作物別） 

 

 

（注３）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内
閣府沖縄総合事務局農林水産センターをいう。 

  イ 荒茶工場（茶の収穫量調査に限る。） 

全国調査実施年：約1,200、主産県調査実施年：約500（母集団の

大きさ 約3,400） 

    調査対象名簿は、荒茶工場への郵送・オンラインによる照会結

果及び事業所母集団データベースにより作成した荒茶工場母集団

一覧表 

ウ （略） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■

有意抽出） 

  ア （略） 

  イ 荒茶工場については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層

は全数調査により、標本階層は無作為抽出の方法により行う。標

本となる荒茶工場の抽出方法については、別添３の「４ 荒茶工

場の抽出方法」を参照。 

  ウ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数

階層は全数調査により、標本階層は原則として無作為抽出により

行う。ただし、一部有意抽出により行う場合がある。標本となる

農林業経営体の抽出方法については、別添３の「３ 農林業経営

体の抽出方法」を参照。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

る鹿児島県の
行政記録情報
等を活用する
ことに伴う報
告者数の減少
（以下イにつ
いて同じ） 
 
注３新設によ
る項ずれ（以下
その３につい
て同じ） 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第１号から第３号ま

で、第５号、第８号、第９号、第14号から第16号まで、第18号、第19

号、第24号）を参照） 

ア、イ （略） 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１

の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）現在によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

 

農林水産省－地方農政局等（注５）－報告者 

              （統計調査員） 

（削る） 

 

 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

 

（注５）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ

ーは、内閣府沖縄総合事務局を経由して農林水産省との間にお

ける事務を行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □

不定期 □その他（ ） 

   令和14年産の調査から５年ごとに全国調査を行い、それ以外の年

には主産県の調査を行う（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第２号から第４号ま

で、第６号、第９号、第10号、第15号から第17号まで、第19号、第20

号、第25号）を参照） 

ア、イ （略） 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１

の「２ 作付面積調査」及び「４ 収穫量調査」を参照）現在によっ

て行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

 

    農林水産省－地方農政局等（注４）－報告者 

               （統計調査員） 

回収については、地方農政局等経由（郵送又はオンライン）で

も可。 

 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

 

（注４）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ

ーは、内閣府沖縄総合事務局を経由して農林水産省との間にお

ける事務を行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □

不定期 □その他（ ） 

   令和８年産の調査から５年ごとに全国調査を行い、それ以外の年

には主産県の調査を行う（別添１の「２ 作付面積調査」及び「４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６（２）調査方
法と重複した
記載となって
いるため、記載
を削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「諮問第 190 号
の答申作物統計
調査の変更につ
いて」（令和７年
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

収穫量調査」を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、農林水産省大臣官房統計部長が定

める時期とする。（注６） 

（注６）作物や地域によって収穫時期が異なるため、農林水産省大臣
官房統計部長が、地域の実情を踏まえて調査票の提出期限を定
める。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方

農政局等の職員又は統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注７）

によって補完するほか、行政記録情報等から得られる情報を活用する。 

（注７）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状
況の目視による確認などを内容とする。「情報収集」とは、当該
地域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行
政記録情報等の閲覧などを内容とする。 

 

収穫量調査」を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、統計部長が定める時期とする。（注

５） 

（注５）作物や地域によって収穫時期が異なるため、統計部長が、地
域の実情を踏まえて調査票の提出期限を定める。 

 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方

農政局等の職員又は統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注６）

によって補完するほか、行政記録情報等から得られる情報を活用する。 

（注６）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状
況の目視による確認などを内容とする。「情報収集」とは、当該
地域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行
政記録情報等の閲覧などを内容とする。 

３月21日付け統
計委第２号。）に
おける指摘を踏
まえ、可能な限
り最新の農林業
センサスによる
母集団情報が利
用できるよう、
次回の全国調
査年の変更に
伴う変更 
 
用語の適正化 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

別添１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耕地面積調査
の把握方法の
変更（調査→筆
ポリゴンの更
新による取り
まとめ）により
耕地面積調査
を削除 
水稲以外の作
物に係る全国
調査について、
可能な限り最
新の農林業セ
ンサスによる
母集団情報が
利用できるよ
う、次回の全国
調査年を変更 
 
 
 
 
 
 
 

調　　査 作　　物 調査期日 区　　域

１　作付面積調査 小麦、二条大麦、六条大
麦、はだか麦、大豆、そ
ば、なたね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ、えん麦
（緑肥用）

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

牧草、青刈りとうもろこ
し、ソルゴー、その他飼料
作物
なお、その他の飼料作物
は、全国調査年のみ調査

収穫期 主産県の区域（全国作付(栽培)面積
のおおむね８割を占めるまでの上位
都道府県及び農業競争力強化基盤整
備事業による飼料作物に係る事業を
実施する都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

てんさい 収穫期 北海道の区域

さとうきび 収穫期 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 7月15日 主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び畑作物共済事業を実施する都
道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

みかん、その他かんきつ
類、りんご、ぶどう、日本
なし、西洋なし、もも、お
うとう、びわ、かき、く
り、うめ、すもも、キウイ
フルーツ、パインアップル

収穫期 主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び果樹共済事業を実施する都道
府県)
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

キャベツ、きゅうり、さと
いも、だいこん、たまね
ぎ、トマト（トマト、ミニ
トマト）、なす、にんじ
ん、ねぎ、はくさい、ばれ
いしょ、ピーマン（ピーマ
ン、ししとう）、ほうれん
そう、レタス（サラダ菜を
除く。）、アスパラガス、
いちご、えだまめ、かぶ、
かぼちゃ、カリフラワー、
グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、
さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、
そらまめ、ちんげんさい、
にら、にんにく、ふき、ブ
ロッコリー、みずな、みつ
ば、メロン（メロン、温室
メロン）、やまのいも（や
まのいも、ながいも）、れ
んこん

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県、特定野菜等供給産地育成価格差
補給事業を実施する都道府県及び畑
作物共済事業を実施する都道府県。
指定野菜にあっては、これに野菜生
産出荷安定法に基づき指定する野菜
指定産地を含む都道府県を加えた都
道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに
全国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの
類及び花壇用苗もの類並び
に花き計の生産額に占める
割合が１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

収穫期 主産県の区域（全国作付（収穫）面
積のおおむね８割を占めるまでの上
位都道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに
全国の区域

作 物 統 計 調 査 の 調 査 期 日 及 び 調 査 範 囲

調　　査 作　　物 調査期日 区　　域

１　耕地面積調査 － 7月15日 全国の区域

２　作付面積調査 小麦、二条大麦、六条大
麦、はだか麦、大豆、そ
ば、なたね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ、えん麦
（緑肥用）

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

牧草、青刈りとうもろこ
し、ソルゴー、その他飼料
作物
なお、その他の飼料作物
は、全国調査年のみ調査

収穫期 主産県の区域（全国作付(栽培)面積
のおおむね８割を占めるまでの上位
都道府県及び農業競争力強化基盤整
備事業による飼料作物に係る事業を
実施する都道府県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

てんさい 収穫期 北海道の区域

さとうきび 収穫期 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 7月15日 主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び畑作物共済事業を実施する都
道府県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

みかん、その他かんきつ
類、りんご、ぶどう、日本
なし、西洋なし、もも、お
うとう、びわ、かき、く
り、うめ、すもも、キウイ
フルーツ、パインアップル

収穫期 主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び果樹共済事業を実施する都道
府県)
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

キャベツ、きゅうり、さと
いも、だいこん、たまね
ぎ、トマト（トマト、ミニ
トマト）、なす、にんじ
ん、ねぎ、はくさい、ばれ
いしょ、ピーマン（ピーマ
ン、ししとう）、ほうれん
そう、レタス（サラダ菜を
除く。）、アスパラガス、
いちご、えだまめ、かぶ、
かぼちゃ、カリフラワー、
グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、
さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、
そらまめ、ちんげんさい、
にら、にんにく、ふき、ブ
ロッコリー、みずな、みつ
ば、メロン（メロン、温室
メロン）、やまのいも（や
まのいも、ながいも）、れ
んこん

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県、特定野菜等供給産地育成価格差
補給事業を実施する都道府県及び畑
作物共済事業を実施する都道府県。
指定野菜にあっては、これに野菜生
産出荷安定法に基づき指定する野菜
指定産地を含む都道府県を加えた都
道府県）
ただし、令和７年産から５年ごとに
全国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの
類及び花壇用苗もの類並び
に花き計の生産額に占める
割合が１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

収穫期 主産県の区域（全国作付（収穫）面
積のおおむね８割を占めるまでの上
位都道府県）
ただし、令和７年産から５年ごとに
全国の区域

作 物 統 計 調 査 の 調 査 期 日 及 び 調 査 範 囲
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　予想収穫量調査 ９月25日 全国の区域

10月25日 全国の区域

３　収穫量調査 水稲、小麦、二条大麦、六
条大麦、はだか麦、大豆、
そば、なたね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

牧草、青刈りとうもろこ
し、ソルゴー

主産県の区域（全国作付(栽培)面積
のおおむね８割を占めるまでの上位
都道府県及び農業競争力強化基盤整
備事業による飼料作物に係る事業を
実施する都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

てんさい 北海道の区域

さとうきび 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 年間計調査は、主産県の区域（全国
栽培面積のおおむね８割を占めるま
での上位都道府県及び畑作物共済事
業を実施する都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

一番茶調査は、主産県の区域（年間
計調査の直近の全国調査年で調査し
た一番茶期の生葉収穫量の多い上位
３都道府県及び畑作物共済事業を実
施する都道府県）のみ調査

みかん（早生温州（うち、
ハウスみかん、極早生みか
ん）、普通温州）、りん
ご、ぶどう、日本なし、西
洋なし、もも、おうとう、
びわ、かき、くり、うめ、
すもも、キウイフルーツ

主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び果樹共済事業を実施する都道
府県)
ただし、令和14年産から５年ごとに
全国の区域

パインアップル 沖縄県の区域

キャベツ、きゅうり、さと
いも、だいこん、たまね
ぎ、トマト（トマト、ミニ
トマト）、なす、にんじ
ん、ねぎ、はくさい、ばれ
いしょ、ピーマン（ピーマ
ン、ししとう）、ほうれん
そう、レタス（サラダ菜を
除く。）、アスパラガス、
いちご、えだまめ、かぶ、
かぼちゃ、カリフラワー、
グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、
さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、
そらまめ、ちんげんさい、
にら、にんにく、ふき、ブ
ロッコリー、みずな、みつ
ば、メロン（メロン、温室
メロン）、やまのいも（や
まのいも、ながいも）、れ
んこん

主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県、特定野菜等供給産地育成価格差
補給事業を実施する都道府県及び畑
作物共済事業を実施する都道府県。
指定野菜にあっては、これに野菜生
産出荷安定法に基づき指定する野菜
指定産地を含む都道府県を加えた都
道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに
全国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの
類及び花壇用苗もの類並び
に花き計の生産額に占める
割合が１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

主産県の区域（全国作付（収穫）面
積のおおむね８割を占めるまでの上
位都道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに
全国の区域

水稲 ３　予想収穫量調査 ９月25日 全国の区域

10月25日 全国の区域

４　収穫量調査 水稲、小麦、二条大麦、六
条大麦、はだか麦、大豆、
そば、なたね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ 主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

牧草、青刈りとうもろこ
し、ソルゴー

主産県の区域（全国作付(栽培)面積
のおおむね８割を占めるまでの上位
都道府県及び農業競争力強化基盤整
備事業による飼料作物に係る事業を
実施する都道府県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

てんさい 北海道の区域

さとうきび 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 年間計調査は、主産県の区域（全国
栽培面積のおおむね８割を占めるま
での上位都道府県及び畑作物共済事
業を実施する都道府県）
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

一番茶調査は、主産県の区域（年間
計調査の直近の全国調査年で調査し
た一番茶期の生葉収穫量の多い上位
３都道府県及び畑作物共済事業を実
施する都道府県）のみ調査

みかん（早生温州（うち、
ハウスみかん、極早生みか
ん）、普通温州）、りん
ご、ぶどう、日本なし、西
洋なし、もも、おうとう、
びわ、かき、くり、うめ、
すもも、キウイフルーツ

主産県の区域（全国栽培面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県及び果樹共済事業を実施する都道
府県)
ただし、令和８年産から５年ごとに
全国の区域

パインアップル 沖縄県の区域

キャベツ、きゅうり、さと
いも、だいこん、たまね
ぎ、トマト（トマト、ミニ
トマト）、なす、にんじ
ん、ねぎ、はくさい、ばれ
いしょ、ピーマン（ピーマ
ン、ししとう）、ほうれん
そう、レタス（サラダ菜を
除く。）、アスパラガス、
いちご、えだまめ、かぶ、
かぼちゃ、カリフラワー、
グリーンピース、ごぼう、
こまつな、さやいんげん、
さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、
そらまめ、ちんげんさい、
にら、にんにく、ふき、ブ
ロッコリー、みずな、みつ
ば、メロン（メロン、温室
メロン）、やまのいも（や
まのいも、ながいも）、れ
んこん

主産県の区域（全国作付面積のおお
むね８割を占めるまでの上位都道府
県、特定野菜等供給産地育成価格差
補給事業を実施する都道府県及び畑
作物共済事業を実施する都道府県。
指定野菜にあっては、これに野菜生
産出荷安定法に基づき指定する野菜
指定産地を含む都道府県を加えた都
道府県）
ただし、令和７年産から５年ごとに
全国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの
類及び花壇用苗もの類並び
に花き計の生産額に占める
割合が１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

主産県の区域（全国作付（収穫）面
積のおおむね８割を占めるまでの上
位都道府県）
ただし、令和７年産から５年ごとに
全国の区域

水稲
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

別添３ 標本の抽出方法 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添３ 標本の抽出方法 

 

１ 標本単位区の抽出方法 

  標本単位区の抽出方法は、次のとおりとする。 

 

 (1) 単位区の編成 

   地方農政局等の長（地方農政局長、北海道農政事務所長及び内閣

府沖縄総合事務局農林水産センター長。以下別添３において同じ。）

は、空中写真（衛星画像等）に基づき全国の全ての土地を隙間なく

区分した200m四方（北海道にあっては400m四方）の格子状の区画の

うち、地方農政局等の管轄区域内の区画を、耕地が存在する区画（以

下「単位区」という。）と耕地が存在しない区画に区分し、単位区を

編成する。 

 

 (2) 単位区の階層分け 

   地方農政局等の長は、(1)の単位区を、その耕地の地目により分類

し、同一の分類に属するものをもって地目階層を編成し、次いで、

ほ場整備の状況等により分類し、同一の分類に属するものをもって

性格階層を編成し、性格階層別単位区リストを作成する。 

 

 (3) 標本の大きさの算出 

   農林水産省大臣官房統計部長（以下「統計部長」という。）は、都

道府県別に耕地の田畑別面積についての調査結果が一定の目標精度

を保持するよう、必要な標本の大きさを算出し、地方農政局長（北

海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄

総合事務局長。以下別添３において同じ。）に通知する。 

   内閣府沖縄総合事務局長にあっては、通知された標本の大きさを

農林水産センター別の耕地の田畑別面積についての調査結果が十分

な精度を保持するよう、必要な標本の大きさを農林水産センター別

に算出し、農林水産センターの長に通知する。 

 

 

耕地面積調査
の把握方法の
変更（調査→筆
ポリゴンの更
新による取り
まとめ）による
修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16



 - 16 - 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 作況標本筆の抽出方法 

  作況標本筆の抽出方法は、次のとおりとする。 

 

(1) 単位区の編成 

   地方農政局等の長（地方農政局長、北海道農政事務所長及び内閣

府沖縄総合事務局農林水産センター長。以下別添３において同じ。）

は、空中写真（衛星画像等）に基づき全国の全ての土地を隙間なく

区分した200m四方（北海道にあっては400m四方）の格子状の区画の

うち、地方農政局等の管轄区域内の区画を、耕地が存在する区画（以

下「単位区」という。）と耕地が存在しない区画に区分し、単位区を

編成する。 

 

 (2) 単位区の階層分け 

   地方農政局等の長は、単位区のうち水稲の栽培の用に供される単

位区を、水稲の生産力等により分類し、同一の分類に属するものを

もって階層を編成する。 

 

 (3) 標本の大きさの算出 

 

 (4) 標本の配分 

   地方農政局等の長は、(3)により通知された標本の大きさを、都道

府県別（沖縄県にあっては、農林水産センターの管轄区域別）の地

目階層別に、総単位区数に耕地の田畑別面積の母標準偏差を乗じた

積に比例して配分し、次いで、地目階層別の標本の大きさを、性格

階層別に当該性格階層の総単位区数に比例して配分する。 

 

 (5) 標本の抽出 

   地方農政局等の長は、(4)により配分した性格階層別の標本を、(2)

により作成した性格階層別単位区リストから系統抽出法により抽出

する。 

２ 作況標本筆の抽出方法 

  作況標本筆の抽出方法は、次のとおりとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 単位区の階層分け 

   地方農政局等の長は、単位区のうち水稲の栽培の用に供される単

位区を、水稲の生産力等により分類し、同一の分類に属するものを

もって階層を編成する。 

 

 (2) 標本の大きさの算出 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

   農林水産省大臣官房統計部長（以下「統計部長」という。）は、都

道府県別に水稲の10a当たり収量についての調査結果が一定の目標

精度を保持するよう、必要な標本の大きさを算出し、地方農政局長

（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府

沖縄総合事務局長。以下別添３において同じ。）に通知する。 

 

 (4) 標本の配分 

   地方農政局長は、通知された標本の大きさを、階層別に水稲の作

付面積に10a当たり収量の母標準偏差を乗じた積に比例して配分す

る。 

 

 (5) 標本の抽出 

   地方農政局長は、(4)により階層別に配分した数の標本を当該階層

から田の耕地面積に比例して抽出し、次いで、当該標本内にある水

稲の作付けされた筆から無作為に作況標本筆を１筆抽出する。 

 

２ 農林業経営体の抽出方法 

陸稲、麦類、大豆、かんしょ、飼料作物、そば、なたね、茶、果樹、

野菜及び花きに係る作付面積調査並びに収穫量調査（茶については作

付面積調査に限る。）における農林業経営体の抽出方法については、

次のとおりとする。 

 

 

    

３ 荒茶工場の抽出方法  

収穫量調査のうち、茶調査に係る標本荒茶工場の配分及び抽出方法

は次のとおりとする。 

 

 

  

   統計部長は、都道府県別に水稲の10a当たり収量についての調査結

果が一定の目標精度を保持するよう、必要な標本の大きさを算出し、

地方農政局長に通知する。 

 

 

 

 (3) 標本の配分 

   地方農政局長は、通知された標本の大きさを、階層別に水稲の作

付面積に10a当たり収量の母標準偏差を乗じた積に比例して配分す

る。 

 

 (4) 標本の抽出 

   地方農政局長は、(3)により階層別に配分した数の標本を当該階層

から田の耕地面積に比例して抽出し、次いで、当該標本内にある水

稲の作付けされた筆から無作為に作況標本筆を１筆抽出する。 

 

３ 農林業経営体の抽出方法 

  陸稲、麦類、大豆、かんしょ、飼料作物、そば、なたね、茶、果樹、

野菜及び花きに係る作付面積調査並びに収穫量調査（茶については作

付面積調査に限る。）における農林業経営体の抽出方法については、

次のとおりとする。 

 

 

 

４ 荒茶工場の抽出方法  

収穫量調査のうち、茶調査に係る標本荒茶工場の配分及び抽出方法

は次のとおりとする。 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

別添４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耕地面積調査
の把握方法の
変更（調査→筆
ポリゴンの更
新による取り
まとめ）により
耕地面積調査
を削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 全国 農業地域 都道府県 左記以外の地域

1
作付⾯積（総数、主⾷⽤）、10
ａ当たり予想収量、予想収穫量
（主⾷⽤）、作況単収指数

　
早期、普通期栽培等の 区分があ る県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

● ● ●

2 主な収量構成要素 　
早期、普通期栽培等の 区分があ る県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

●

3 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

4
作付⾯積（⼦実、主⾷⽤）、10
ａ当たり予想収量、予想収穫量
（⼦実、主⾷⽤）、作況単収指数

● ● ●

5 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

6 収穫量調査（⽔陸稲計） 作付⾯積、収穫量 ● ● ●

7 収穫量調査（⽔稲）
作付⾯積（⼦実、主⾷⽤）、10
ａ当たり収量、収穫量（⼦実、主
⾷⽤）、作況単収指数

● ● ●

8 収穫量調査（陸稲） 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量 ● ● ● 陸稲については、主産県調査年は全

国、主産県

9 収量構成要素 ● ● ●

10 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

11 ⽞⽶のふるい⽬幅別重量分布 ● ● ●

12 ⽞⽶のふるい⽬幅別10ａ当たり収
量 ● ● ●

⽔稲

予想収穫量調査
（９⽉25⽇現在）

予想収穫量調査
（10⽉25⽇現在）

⽔陸稲

収穫量調査（⽔稲）

作物統計調査  集計事項⼀覧

番号 作物 調査区分 集計内容 集計区分
集計地域

備考 全国 農業地域 都道府県 左記以外の地域

1 ⽥畑別耕地⾯積 (1)⽥畑計、(2)⽥、(3)畑 ● ● ●

2 本地・けい畔別耕地⾯積 (1)⽥畑計、(2)⽥、(3)畑 ● ● ●

3 畑耕地の種類別⾯積 (1)普通畑、(2)樹園地、(3)牧草地 樹園地については、作付⾯積調査の結
果を活⽤ ● ● ●

4 耕地の拡張・かい廃⾯積 (1)⽥畑計、(2)⽥、(3)畑 かい廃の内訳として荒廃農地を表章す
る。 ● ● ●

5
作付⾯積（総数、主⾷⽤）、10
ａ当たり予想収量、予想収穫量
（主⾷⽤）、作況単収指数

　
早期、普通期栽培 等の 区分があ る県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

● ● ●

6 主な収量構成要素 　
早期、普通期栽培 等の 区分があ る県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

●

7 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

8
作付⾯積（⼦実、主⾷⽤）、10
ａ当たり予想収量、予想収穫量
（⼦実、主⾷⽤）、作況単収指数

● ● ●

9 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

10 収穫量調査（⽔陸稲計） 作付⾯積、収穫量 ● ● ●

11 収穫量調査（⽔稲）
作付⾯積（⼦実、主⾷⽤）、10
ａ当たり収量、収穫量（⼦実、主
⾷⽤）、作況単収指数

● ● ●

12 収穫量調査（陸稲） 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量 ● ● ● 陸稲については、主産県調査年は全

国、主産県

13 収量構成要素 ● ● ●

14 作況単収指数（作柄表⽰地帯
別）

●（作柄表
⽰地帯）

15 ⽞⽶のふるい⽬幅別重量分布 ● ● ●

16 ⽞⽶のふるい⽬幅別10ａ当たり収
量 ● ● ●

－ 耕地⾯積調査

⽔稲

予想収穫量調査
（９⽉25⽇現在）

予想収穫量調査
（10⽉25⽇現在）

⽔陸稲

収穫量調査（⽔稲）

作物統計調査  集計事項⼀覧

番号 作物 調査区分 集計内容 集計区分
集計地域
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茶の作付面積

調査及び収穫

量調査におけ

る鹿児島県の

行政記録情報

等の活用のた

め 

 

 

 

 

 

 

花き作付面積

調査及び収穫

量調査におけ

る長野県の行

政記録情報等

の活用のため 

 

 

 

13 ⻨類 ⻨類（⼦実）作付⾯積 (1)⼩⻨、(2)⼆条⼤⻨、(3)六条⼤⻨、(4)はだか⻨ ⽥畑別に表章する。 ● ● ●

14
⼤⾖、そば、
かんしょ、な

たね

⼤⾖ （乾 燥 ⼦実） 、そば、かん
しょ、なたね作付⾯積

(1)かんしょ、(2)⼤⾖、(3)そば、(4)なたね かんしょ、⼤⾖及びそばは、⽥畑別
に表章する。 ● ● ● かんしょについては、主産県調査年は全

国、主産県

15 飼料作物作付（栽培）⾯積 (1)飼料作物計、(2)牧草、(3)⻘刈りとうもろこし、(4)ソ
ルゴー ⽥畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

16 えん⻨（緑肥⽤）作付⾯積 　 ⽥畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

17

⻨類、⼤
⾖、そば、か
んしょ、なた
ね、飼料作

物

収穫量調査 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量

　

❶⻨類については、⼩⻨、⼆条⼤⻨、六
条⼤⻨、はだか⻨別に表章。また、北海
道の⼩⻨については、春まき及び秋まき別
に表章する。
❷宮崎県及び⿅児島県のかんしょについ
ては、内訳としてでん粉原料⽤仕向け量
を表章する。
❸飼料作物については、牧草、⻘刈りとう
もろこし及びソルゴー別に表章する。

● ● ● かんしょ及び飼料作物については、主産
県調査年は全国、主産県

18 てんさい 作付⾯積調査・収穫量調査 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量

北海道

19 さとうきび 作付⾯積調査・収穫量調査 栽培⾯積、収穫⾯積、10ａ当たり
収量、収穫量

作型（夏植、春植及び株出）別
に表章する。 ●

⿅児島県、沖縄県（⿅児島県の屋久
島以外の島しょ部については、⿅児島
県が保有する情報を活⽤）

20 作付⾯積調査 栽培⾯積 ● ● ●
主産県調査年は、全国、主産県
なお、⿅児島県については、⿅児島県
が保有する情報を活⽤

21 収穫量調査
摘採⾯積、⽣葉収穫量、荒茶⽣産
量、10ａ当たり⽣葉収量、摘採⾯
積率、製茶歩留まり

年間計及び⼀番茶の別に表章す
る。 ● ● ●

主産県調査年は、主産県計、主産県
なお、⿅児島県については、⿅児島県
が保有する情報を活⽤

22 作付⾯積調査 果樹栽培⾯積
(1)みかん、(2)その他かんきつ類、(3)りんご、(4)⽇本な
し、(5)⻄洋なし、(6)かき、(7)びわ、(8)もも、(9)すも
も、(10)おうとう、(11)うめ、(12)ぶどう、(13)くり、(14)パ
インアップル、(15)キウイフルーツ

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

23 結果樹⾯積、10ａ当たり収量、収
穫量、出荷量

(1)みかん、(2)りんご、(3)⽇本なし、(4)⻄洋なし、(5)か
き、(6)びわ、(7)もも、(8)すもも、(9)おうとう、(10)うめ、
(11)ぶどう、(12)くり、(13)キウイフルーツ

内訳等がある品⽬については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

24 栽培⾯積、収穫⾯積、10ａ当たり
収量、収穫量、⽤途別出荷量

パインアップル 沖縄県、沖縄本島、⼋重⼭
栽培⾯積については、沖縄県

25 ⽤途別出荷量 (1)みかん、(2)りんご 主産県計、主産県

26 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量、出荷量

(1)だいこん、(2)かぶ、(3)にんじん、(4)ごぼう、(5)れんこ
ん、(6)ばれいしょ、(7)さといも、(8)やまのいも、(9)はくさ
い、(10)こまつな、(11)キ ャベ ツ、 (12)ちんげ んさい、
(13)ほうれんそう、(14)ふき、(15)みつば、(16)しゅんぎ
く、(17)みずな、(18)セルリー、(19)アスパラガス、(20)カ
リフラワー、(21)ブロッコリー、(22)レタス（サラダ菜を除
く。）、(23)ねぎ、(24)にら、(25)たまねぎ、(26)にんに
く、(27)きゅうり、(28)かぼちゃ、(29)なす、(30)トマト、
(31)ピーマン、(32)スイートコーン、(33)さやいんげん、
(34)さやえんどう、(35)グリーンピース、(36)そ らま め、
(37)えだまめ、(38)しょうが、(39)いちご、(40)メロン、
(41)すいか

内訳等がある品⽬については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

27 ⽤途別出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

28 作付⾯積、収穫量、出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

野菜指定産地計、野菜指定産地を包
括する市町村及びばれいしょのうち北海
道の全市町村

29 花き 作付⾯積調査・収穫量調査 作付（収穫）⾯積、出荷量 (1)切り花類、(2)球根類、(3)鉢もの類、(4)花壇⽤苗も
の類

❶品⽬については花き計の⽣産額
に占めるシェアが１％以上の品⽬を
表章する。
❷内訳等がある品⽬については、併
せて表章する。

● ● ●
主産県調査年は、全国、主産県
なお、⻑野県については、⻑野県が保
有する情報を活⽤

茶

果樹

収穫量調査

野菜 作付⾯積調査・収穫量調査

作付⾯積調査

飼料作物

17 ⻨類 ⻨類（⼦実）作付⾯積 (1)⼩⻨、(2)⼆条⼤⻨、(3)六条⼤⻨、(4)はだか⻨ ⽥畑別に表章する。 ● ● ●

18
⼤⾖、そば、
かんしょ、な

たね

⼤⾖ （乾 燥 ⼦実） 、そば、かん
しょ、なたね作付⾯積

(1)かんしょ、(2)⼤⾖、(3)そば、(4)なたね かんしょ、⼤⾖及びそばは、⽥畑別
に表章する。 ● ● ● かんしょについては、主産県調査年は全

国、主産県

19 飼料作物作付（栽培）⾯積 (1)飼料作物計、(2)牧草、(3)⻘刈りとうもろこし、(4)ソ
ルゴー ⽥畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

20 えん⻨（緑肥⽤）作付⾯積 　 ⽥畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

21

⻨類、⼤
⾖、そば、か
んしょ、なた
ね、飼料作

物

収穫量調査 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量

　

❶⻨類については、⼩⻨、⼆条⼤⻨、六
条⼤⻨、はだか⻨別に表章。また、北海
道の⼩⻨については、春まき及び秋まき別
に表章する。
❷宮崎県及び⿅児島県のかんしょについ
ては、内訳としてでん粉原料⽤仕向け量
を表章する。
❸飼料作物については、牧草、⻘刈りとう
もろこし及びソルゴー別に表章する。

● ● ● かんしょ及び飼料作物については、主産
県調査年は全国、主産県

22 てんさい 作付⾯積調査・収穫量調査 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量

北海道

23 さとうきび 作付⾯積調査・収穫量調査 栽培⾯積、収穫⾯積、10ａ当たり
収量、収穫量

作型（夏植、春植及び株出）別
に表章する。 ●

⿅児島県、沖縄県（⿅児島県の屋久
島以外の島しょ部については、⿅児島
県が保有する情報を活⽤）

24 作付⾯積調査 栽培⾯積 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

25 収穫量調査
摘採⾯積、⽣葉収穫量、荒茶⽣産
量、10ａ当たり⽣葉収量、摘採⾯
積率、製茶歩留まり

年間計及び⼀番茶の別に表章す
る。 ● ● ● 主産県調査年は、主産県計、主産県

26 作付⾯積調査 果樹栽培⾯積
(1)みかん、(2)その他かんきつ類、(3)りんご、(4)⽇本な
し、(5)⻄洋なし、(6)かき、(7)びわ、(8)もも、(9)すも
も、(10)おうとう、(11)うめ、(12)ぶどう、(13)くり、(14)パ
インアップル、(15)キウイフルーツ

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

27 結果樹⾯積、10ａ当たり収量、収
穫量、出荷量

(1)みかん、(2)りんご、(3)⽇本なし、(4)⻄洋なし、(5)か
き、(6)びわ、(7)もも、(8)すもも、(9)おうとう、(10)うめ、
(11)ぶどう、(12)くり、(13)キウイフルーツ

内訳等がある品⽬については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

28 栽培⾯積、収穫⾯積、10ａ当たり
収量、収穫量、⽤途別出荷量

パインアップル 沖縄県、沖縄本島、⼋重⼭
栽培⾯積については、沖縄県

29 ⽤途別出荷量 (1)みかん、(2)りんご 主産県計、主産県

30 作付⾯積、10ａ当たり収量、収穫
量、出荷量

(1)だいこん、(2)かぶ、(3)にんじん、(4)ごぼう、(5)れんこ
ん、(6)ばれいしょ、(7)さといも、(8)やまのいも、(9)はくさ
い、(10)こまつな、(11)キ ャベ ツ、 (12)ちんげ んさい、
(13)ほうれんそう、(14)ふき、(15)みつば、(16)しゅんぎ
く、(17)みずな、(18)セルリー、(19)アスパラガス、(20)カ
リフラワー、(21)ブロッコリー、(22)レタス（サラダ菜を除
く。）、(23)ねぎ、(24)にら、(25)たまねぎ、(26)にんに
く、(27)きゅうり、(28)かぼちゃ、(29)なす、(30)トマト、
(31)ピーマン、(32)スイートコーン、(33)さやいんげん、
(34)さやえんどう、(35)グリーンピース、(36)そ らま め、
(37)えだまめ、(38)しょうが、(39)いちご、(40)メロン、
(41)すいか

内訳等がある品⽬については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

31 ⽤途別出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

32 作付⾯積、収穫量、出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

野菜指定産地計、野菜指定産地を包
括する市町村及びばれいしょのうち北海
道の全市町村

33 花き 作付⾯積調査・収穫量調査 作付（収穫）⾯積、出荷量 (1)切り花類、(2)球根類、(3)鉢もの類、(4)花壇⽤苗も
の類

❶品⽬については花き計の⽣産額
に占めるシェアが１％以上の品⽬を
表章する。
❷内訳等がある品⽬については、併
せて表章する。

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

野菜 作付⾯積調査・収穫量調査

作付⾯積調査

飼料作物

茶

果樹

収穫量調査
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

別添５ 

 

別添５ 

 

 

 

耕地面積調査
の把握方法の
変更（調査→筆
ポリゴンの更
新による取り
まとめ）により
耕地面積調査
を削除 

 

 

 

 

 

 

 

作付面積調査

及び収穫量調

査のうち「花

き」について詳

細のみの公表

となったため

公表予定時期

を修正 

 

 

 

 

 

 

年次経過を踏

まえ削除 

概要 詳細

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

茶 10月中旬 翌年３月下旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん、その他かんきつ類 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き － 翌年６月下旬

（９月25日現在） 10月中旬

（10月25日現在） 11月中旬

水稲 12月上旬 翌年２月下旬

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

飼料作物 翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

（一番茶） ８月中旬

（年間計） 翌年２月中旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き － 翌年６月下旬

果樹 翌年12月下旬

野菜 翌年12月下旬春植えばれいしょ

翌年12月下旬春植えばれいしょ

 予想収穫量調査 水稲 －

 収穫量調査

甘味資源作物

茶 翌年６月下旬

調査結果の公表予定時期

調　　査 作　　　物
公表予定時期

作付面積調査

飼料作物、えん麦（緑肥用）

甘味資源作物

果樹 翌年12月下旬

野菜

概要 詳細

 耕地面積調査 － 10月下旬 翌年９月下旬

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

茶 10月中旬 翌年３月下旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん、その他かんきつ類 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き 翌年６月下旬 翌年10月中旬

（９月25日現在） 10月中旬

（10月25日現在） 11月中旬

水稲 12月上旬 翌年２月下旬

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

飼料作物 翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

（一番茶） ８月中旬

（年間計） 翌年２月中旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き 翌年６月下旬 翌年10月中旬

（注）令和５年産に係る調査については、令和六年能登半島地震に伴う集計事務の支障により、石川県について、概要の公表ができないものもある。

果樹 翌年12月下旬

野菜 翌年12月下旬春植えばれいしょ

翌年12月下旬春植えばれいしょ

 予想収穫量調査 水稲 －

 収穫量調査

甘味資源作物

茶 翌年６月下旬

調査結果の公表予定時期

調　　査 作　　　物
公表予定時期

作付面積調査

飼料作物、えん麦（緑肥用）

甘味資源作物

果樹 翌年12月下旬

野菜
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

（削る） 別記様式第１号 耕地面積調査
の把握方法の
変更（調査→筆
ポリゴンの更
新による取り
まとめ）により
耕地面積調査
に係る様式を
削除 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 

別記様式第１号 （略） 

 

別記様式第２号 （略） 

 

別記様式第３号 （略） 

 

別記様式第４号 （略） 

 

別記様式第５号 （略） 

 

別記様式第６号 （略） 

 

別記様式第７号 （略） 

 

別記様式第８号 （略） 

 

別記様式第９号 （略） 

 

別記様式第10号 （略） 

 

別記様式第11号 （略） 

 

別記様式第12号 （略） 

 

別記様式第13号 （略） 

 

別記様式第14号 （略） 

 

別記様式第15号 （略） 

 

別記様式第16号 （略） 

 

別記様式第２号 （略） 

 

別記様式第３号 （略） 

 

別記様式第４号 （略） 

 

別記様式第５号 （略） 

 

別記様式第６号 （略） 

 

別記様式第７号 （略） 

 

別記様式第８号 （略） 

 

別記様式第９号 （略） 

 

別記様式第10号 （略） 

 

別記様式第11号 （略） 

 

別記様式第12号 （略） 

 

別記様式第13号 （略） 

 

別記様式第14号 （略） 

 

別記様式第15号 （略） 

 

別記様式第16号 （略） 

 

別記様式第17号 （略） 

 

別記様式第１

号削除による

項ずれ 
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変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

 

別記様式第17号 （略） 

 

別記様式第18号 （略） 

 

別記様式第19号 （略） 

 

別記様式第20号 （略） 

 

別記様式第21号 （略） 

 

別記様式第22号 （略） 

 

別記様式第23号 （略） 

 

別記様式第24号 （略） 

 

 

別記様式第18号 （略） 

 

別記様式第19号 （略） 

 

別記様式第20号 （略） 

 

別記様式第21号 （略） 

 

別記様式第22号 （略） 

 

別記様式第23号 （略） 

 

別記様式第24号 （略） 

 

別記様式第25号 （略） 
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 調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その１：水稲に係る調査）
（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

     面積調査については、作付面積調査とする。 

     作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

水稲については、このうち、予想収穫量調査及び収穫量調査を行う。水稲の作付面積の把握及び公表

については、注６を参照。 

なお、耕地面積の把握及び公表については、注７を参照。 

 

２ 調査の目的 

  本調査は、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）に基づき、作物統計（法

第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕地及び作物の生産に関

する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 ■その他） 

   予想収穫量調査、収穫量調査 

   水稲の栽培の用に供される土地 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出（□全数階層あり） □有意抽出） 

（３）報告義務者 

水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査については、報告者（耕地の所有者又は耕

作者）から回答を求める方法に代えて、地方農政局等（注２）の職員又は統計調査員による

実測、巡回・見積り及び情報収集（以下「実測調査」という。）により行う。 

水稲に係る予想収穫量調査及び収穫量調査を行う作況標本筆（水稲の栽培の用に供さ

れる土地のうちから農林水産大臣が定めるところにより抽出した区域：約8,000筆）の抽

出方法については、別添３の「１ 作況標本筆の抽出方法」を参照。 

（注２）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センターを

いう。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（注３） 

  ア 予想収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第23号）を参照） 
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水稲の時期別の予想収穫量 

イ 収穫量調査（詳細は、調査票（別記様式第23号）を参照） 

水稲の収穫量 

〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

 （注３）いずれの調査についても実測調査として様々な情報を収集して行うことから、報告を求める事項は、

取りまとめる事項として記載している。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日現在によって行う（別添１の

「２ 予想収穫量調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

   農林水産省－地方農政局等（注４）－統計調査員 

（注４）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センターは、内閣府沖縄総合事務局を経由して

農林水産省との間における事務を行う。 

 

（２）調査方法 

□郵送調査 □オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム 

    □電子メール） ■調査員調査 ■その他（職員調査） 

  〔調査方法の概要〕 

地方農政局等の職員又は統計調査員による実測調査 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 ■その他（予

想収穫量調査は年２回） 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

ア 予想収穫量調査（注５） 

（９月 25 日現在調査）９月中旬～９月下旬 

（10 月 25 日現在調査）10 月中旬～10 月下旬 

イ 収穫量調査 

水稲の収穫期 

（注５）水稲の生育状況に合わせて適期に調査を実施する必要があり、実測調査の適期が調査の実施期間前で

ある場合は、当該期間以前に調査を行う場合がある。また、実測調査により得られた情報は、順次蓄積

し、予想収穫量調査（9月25日現在、10月25日現在）及び、収穫量調査の集計の際に継続して使用する。 
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８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４（注６、７及び８）を参照。 

（注６）水稲に係る作付面積については、実測調査を行わず、「需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要

領」（平成26年４月１日付け25生産第3578号）に基づき、農林水産省が各都道府県・各地域別に公表する

作付状況のデータを活用し、補完の上、取りまとめ、公表する。 

（注７）耕地面積については、実測調査を行わず、毎年、原則3月31日現在の人工衛星データを用いて更新した

耕地の位置や形状等をデジタル化した情報（筆ポリゴン）を基に、行政記録情報と必要に応じて現地確

認する結果により、情報を補完の上、取りまとめ、公表する。 

（注８）水稲に係る７月15日現在の10ａ当たり収量の平均比見込み及び前年比見込み（徳島県、高知県、宮崎

県及び鹿児島県の早期栽培並びに沖縄県の第一期稲に限る。）並びに８月15日現在の10ａ当たり収量の

平均比見込み及び前年比見込み（徳島県、高知県、宮崎県及び鹿児島県の早期栽培並びに沖縄県の第一

期稲を除く。）については、実測調査を行わず、気象データ及び人工衛星データを利用した予測により推

計し、公表する。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧（ ）） 

（２）公表の期日 

   各調査結果の公表予定時期は、別添５を参照。 

 

10 使用する統計基準等 

  □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（ ） 

■使用しない 

   本調査は、専ら耕地・農産物に関する調査であり、日本標準産業分類を適用する余地

が小さいことから使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関係書類名 保存期間 保存責任者 

調査票の原票 ５年 地方農政局等の長 

調査票の内容を収録した電磁的記録 永年 農林水産省大臣官房統計部長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  本調査の事務に従事する職員は、正確な報告を確保する特段の必要があるときは、前記

５（１）に掲げる事項について、耕地の所有者又は耕作者に対して、資料の提出を求め、

又は必要な場所の立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問す

ることができる。 
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調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その２：麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び花きに係る調査）
（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

     面積調査については、作付面積調査とする。 

     作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

麦類、大豆、そば、なたね、てんさい、さとうきび、野菜及び花きについては、このうち、作付面積

調査及び収穫量調査を行う。 

 

２ 調査の目的 

  本調査は、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）に基づき、作物統計（法

第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕地及び作物の生産に関

する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類の作物ごとに農林水

産大臣が定める地域（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）
（注３、４） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味する。 

（注３）さとうきびのうち、鹿児島県の屋久島を除く島しょ部で栽培されるものについては、同県が公表する

資料を活用することから、調査を行わない。 

（注４）花きのうち、長野県で栽培されるものについては、同県が保有する行政記録情報等を活用することか

ら、調査を行わない。 

 

（２）属性的範囲（■個人 ■世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

  ア 農業協同組合、日本ビート糖業協会、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業

者、野菜生産出荷安定法（昭和41年法律第103号）第10条第1項に規定する登録生産者

（以下「登録生産者」という。）、その他の関係団体（以下「関係団体等」という。） 

  イ 農林業経営体 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、登録生産者（野菜に限る。）、その他の関

係団体（麦類、大豆、そば、なたね、野菜及び花き） 

全国調査実施年：約3,800、主産県調査実施年：約3,800（延べ）（全数） 

調査対象名簿は、地方農政局等（注５）が地方公共団体や関係団体等から情報収集によ

り作成した関係団体等名簿（作物別） 
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（注５）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センターを

いう。 

イ 日本ビート糖業協会（てんさい）：１（全数） 

ウ 製糖会社・製糖工場等（注６）（さとうきび）：約30（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等が地方公共団体や関係団体等から情報収集により作

成したさとうきび調査対象一覧表 

（注６） 農業協同組合が製糖工場を運営している場合には、当該農業協同組合に対して報告を求める。 

  エ 農林業経営体（てんさい及びさとうきびの調査を除く。） 

全国調査年：約48,000 

主産県調査年：約21,000 

（母集団の大きさは、直近の農林業センサスにおいて把握した農林業経営体のうち、

農産物の出荷先について、「農協へ」及び「農協以外の集出荷団体へ」のみに回答があ

った農林業経営体を除いたもの約250,000） 

    調査対象名簿は、調査実施時期に利用可能な直近の農林業センサスの結果から作成

した名簿について、農業構造動態調査の結果を踏まえた情報収集等により毎年補正し

た標本経営体母集団名簿（作物別） 

  

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■有意抽出） 

  ア 関係団体等については、全数調査により行う。 

  イ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層は全数調査によ

り、標本階層は原則として無作為抽出により行う。ただし、一部有意抽出により行う

場合がある。標本となる農林業経営体の抽出方法については、別添３の「２ 農林業

経営体の抽出方法」を参照。 

 

（３）報告義務者 

  ア 関係団体等又は農林業経営体を代表する者  

  イ 関係団体等又は農林業経営体を代表する者が後記５に掲げる事項について報告する

ことができないときは、地方農政局等の職員が指定する関係団体等の役職員又は農林

業経営体の世帯員が、これに代わって報告しなければならない。 

    

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第３号から第７号まで、第10号から第

13号まで、第15号、第17号、第20号から第22号まで）を参照） 

  ア 作付面積調査 

作物の種類別作付面積 
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  イ 収穫量調査 

作物の種類別収穫量（野菜にあっては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

農林業経営体用の調査票に設けている出荷先の割合については、調査結果の集計過

程において、関係団体等から得られた報告との間で集計が重複しないよう、農林業経

営体の報告を、関係団体等への出荷と関係団体等以外への出荷に按分するための項目

であるため、集計は行わない。 

農林業経営体用の調査票の本年及び来年以降の作付（栽培）に関する事項は、農林

業経営体が集計対象であるかを確認するための項目であるため、集計は行わない。 

作付面積、収穫量の増減要因等に関する事項は、前年からの変動要因を確認するた

めの項目であるため、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１の「１ 作付面積調

査」及び「３ 収穫量調査」を参照）現在によって行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

   農林水産省－地方農政局等（注７）－報告者 

              （統計調査員） 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

（注７）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センターは、内閣府沖縄総合事務局を経由して

農林水産省との間における事務を行う。 

 

（２）調査方法 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム 

    ■電子メール） ■調査員調査 ■その他（職員調査） 

  〔調査方法の概要〕 

    職員又は統計調査員が報告者に調査票を配布する。 

    次に掲げるいずれかの方法により調査票の回収を行う。 

①  職員又は統計調査員が、訪問して報告者が記入した調査票を回収し、若しくは
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報告者が郵送又はオンライン（政府統計共同利用システム若しくは電子メール）

により提出する方法 

②  職員又は統計調査員が、訪問して面接聞き取りにより調査票に記入する方法 

  イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム 

    □電子メール） □調査員調査 □その他（ ） 

〔調査方法の概要〕 

    農林水産省から業務を受託した民間事業者が、郵送により、報告者に調査票及びオ

ンライン回答用のID・PWを配布する。 

報告者は、郵送された調査票に記入し民間事業者に郵送で回答、若しくは政府統計

共同利用システムを利用して回答する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（ ） 

   麦類、大豆、そば、なたね、てんさい及びさとうきびについては、毎年全国調査を行

う。野菜及び花きについては、令和13年産の調査から５年ごとに全国調査を行い、それ

以外の年には主産県の調査を行う（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調

査」を参照）。 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、農林水産省大臣官房統計部長が定める時期とする。（注

８） 

（注８）作物や地域によって収穫時期が異なるため、農林水産省大臣官房統計部長が、地域の実情を踏まえて

調査票の提出期限を定める。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方農政局等の職員又は

統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注９）によって補完するほか、行政記録情報等

から得られる情報を活用する。 

（注９）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状況の目視による確認などを内容とする。

「情報収集」とは、当該地域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行政記録情報等の

閲覧などを内容とする。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧（ ）） 
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（２）公表の期日 

   各調査結果の公表予定時期は、別添５を参照。 

 

10 使用する統計基準等 

  □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（ ） 

■使用しない 

   本調査は、専ら農産物に関する調査であり、日本標準産業分類を適用する余地が小さ

いことから使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関係書類名 保存期間 保存責任者 

調査票の原票 ５年 地方農政局等の長 

調査票の内容を収録した電磁的記録 永年 農林水産省大臣官房統計部長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  本調査の事務に従事する職員は、正確な報告を確保する特段の必要があるときは、前記

５（１）に掲げる事項について、農林業経営体及び関係団体等に対して、資料の提出を求

め、又は必要な場所の立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質

問することができる。 
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調査計画（変更後） 

 

１ 調査の名称 

  作物統計調査 

（その３：陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹に係る調査）
（注１） 

（注１）本調査は、面積調査及び作況調査の２種類とする。 

     面積調査については、作付面積調査とする。 

     作況調査については、予想収穫量調査及び収穫量調査に区分する。 

陸稲、かんしょ、飼料作物、茶及び果樹については、このうち、作付面積調査及び収穫量調査を行う。 

 

２ 調査の目的 

  本調査は、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）に基づき、作物統計（法

第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕地及び作物の生産に関

する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 ■その他（注２）） 

   農林水産大臣が定める選定基準（別添２を参照）に合致する種類の作物ごとに農林水

産大臣が定める地域（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）

（注３） 

（注２）「その他」とは、作物ごとに別添１に記載する主産県を意味する。 

（注３）茶のうち、鹿児島県で栽培されるものについては、同県が公表する資料を活用することから、調査を

行わない。 

 

（２）属性的範囲（■個人 ■世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

  ア 農業協同組合、荒茶工場、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体（以下「関

係団体等」という。） 

  イ 農林業経営体 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

  ア 農業協同組合、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体（作付面積調査、茶以

外の収穫量調査） 

全国調査実施年：約1,200、主産県調査実施年：約920（延べ）（全数） 

    調査対象名簿は、地方農政局等（注４）が地方公共団体や関係団体等から情報収集によ

り作成した関係団体等名簿（作物別） 

（注４）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センターを

いう。 
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  イ 荒茶工場（茶の収穫量調査に限る。） 

全国調査実施年：約1,100、主産県調査実施年：約400（母集団の大きさ 約3,300） 

    調査対象名簿は、荒茶工場への郵送・オンラインによる照会結果及び事業所母集団

データベースにより作成した荒茶工場母集団一覧表 

ウ 農林業経営体（茶については作付面積調査に限る。） 

全国調査年：約32,000 

主産県調査年：約9,600 

（母集団の大きさは、直近の農林業センサスにおいて把握した農林業経営体のうち、 

農産物の出荷先について、「農協へ」及び「農協以外の集出荷団体へ」のみに回答が

あった農林業経営体を除いたもの約250,000） 

    調査対象名簿は、調査実施時期に利用可能な直近の農林業センサスの結果から作成

した名簿について、農業構造動態調査の結果を踏まえた情報収集等により毎年補正し

た標本経営体母集団名簿（作物別） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） ■有意抽出） 

  ア 荒茶工場を除く関係団体等については、全数調査により行う。 

  イ 荒茶工場については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層は全数調査により、

標本階層は無作為抽出の方法により行う。標本となる荒茶工場の抽出方法については、

別添３の「３ 荒茶工場の抽出方法」を参照。 

  ウ 農林業経営体については、全数階層と標本階層に区分し、全数階層は全数調査によ

り、標本階層は原則として無作為抽出により行う。ただし、一部有意抽出により行う

場合がある。標本となる農林業経営体の抽出方法については、別添３の「２ 農林業

経営体の抽出方法」を参照。 

 

（３）報告義務者 

  ア 関係団体等又は農林業経営体を代表する者  

  イ 関係団体等又は農林業経営体を代表する者が後記５に掲げる事項について報告する

ことができないときは、地方農政局等の職員が指定する関係団体等の役職員又は農林

業経営体の世帯員が、これに代わって報告しなければならない。 

    

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は、調査票（別記様式第１号から第３号まで、第５号、第８

号、第９号、第14号から第16号まで、第18号、第19号、第24号）を参照） 

  ア 作付面積調査 

作物の種類別作付面積 
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  イ 収穫量調査 

作物の種類別収穫量（果樹にあっては出荷量を含む。） 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

農林業経営体用の調査票に設けている出荷先の割合については、調査結果の集計過

程において、関係団体等から得られた報告との間で集計が重複しないよう、農林業経

営体の報告を、関係団体等への出荷と関係団体等以外への出荷に按分するための項目

であるため、集計は行わない。 

農林業経営体用の調査票の本年及び来年以降の作付（栽培）に関する事項は、農林

業経営体が集計対象であるかを確認するための項目であるため、集計は行わない。 

作付面積、収穫量の増減要因等に関する事項は、前年からの変動要因を確認するた

めの項目であるため、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査ごと及び作物ごとに農林水産大臣が定める調査期日（別添１の「１ 作付面積調

査」及び「３ 収穫量調査」を参照）現在によって行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

農林水産省－地方農政局等（注５）－報告者 

             （統計調査員） 

イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

   〔調査票の配布〕：農林水産省－民間事業者－報告者 

〔調査票の回収〕：報告者－民間事業者－地方農政局等－農林水産省 

（注５）地方農政局等のうち、内閣府沖縄総合事務局農林水産センターは、内閣府沖縄総合事務局を経由して

農林水産省との間における事務を行う。 

 

（２）調査方法 

ア 全数階層の農林業経営体に対する調査 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム 

    ■電子メール） ■調査員調査 ■その他（職員調査） 

  〔調査方法の概要〕 

    職員又は統計調査員が報告者に調査票を配布する。 

    次に掲げるいずれかの方法により調査票の回収を行う。 

①  職員又は統計調査員が、訪問して報告者が記入した調査票を回収し、若しくは

報告者が郵送又はオンライン（政府統計共同利用システム若しくは電子メール）

により提出する方法 
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②  職員又は統計調査員が、訪問して面接聞き取りにより調査票に記入する方法 

  イ 関係団体等及び標本階層の農林業経営体に対する調査 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム 

    □電子メール） □調査員調査 □その他（ ） 

〔調査方法の概要〕 

農林水産省から業務を受託した民間事業者が、郵送により、報告者に調査票及びオ

ンライン回答用のID・PWを配布する。 

報告者は、郵送された調査票に記入し民間事業者に郵送で回答、若しくは政府統計

共同利用システムを利用して回答する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（ ） 

   令和14年産の調査から５年ごとに全国調査を行い、それ以外の年には主産県の調査を

行う（別添１の「１ 作付面積調査」及び「３ 収穫量調査」を参照）。 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

   調査票の提出時期については、農林水産省大臣官房統計部長が定める時期とする。（注

６） 

（注６）作物や地域によって収穫時期が異なるため、農林水産省大臣官房統計部長が、地域の実情を踏まえて

調査票の提出期限を定める。 

 

８ 集計事項 

    前記５（１）に掲げる事項について、都道府県別等に集計する。 

  詳細については、別添４を参照。 

  なお、集計に当たっては、前記６により得られた結果について地方農政局等の職員又は

統計調査員による巡回・見積り及び情報収集（注７）によって補完するほか、行政記録情報等

から得られる情報を活用する。 

（注７）「巡回・見積り」とは、現地に赴き、目的とする作物の作付状況の目視による確認などを内容とする。

「情報収集」とは、当該地域の農林業経営体への聞き取りや、地方公共団体が有する行政記録情報等の

閲覧などを内容とする。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧（ ）） 

 

（２）公表の期日 

   各調査結果の公表予定時期は、別添５を参照。 
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10 使用する統計基準等 

  □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（ ） 

■使用しない 

   本調査は、専ら農産物に関する調査であり、日本標準産業分類を適用する余地が小さ

いことから使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

関係書類名 保存期間 保存責任者 

調査票の原票 ５年 地方農政局等の長 

調査票の内容を収録した電磁的記録 永年 農林水産省大臣官房統計部長 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

  本調査の事務に従事する職員は、正確な報告を確保する特段の必要があるときは、前記

５（１）に掲げる事項について、農林業経営体及び関係団体等に対して、資料の提出を求

め、又は必要な場所の立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質

問することができる。 
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　別添１

調　　査 作　　物 調査期日 区　　域

１　作付面積調査 小麦、二条大麦、六条大麦、
はだか麦、大豆、そば、なた
ね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ、えん麦（緑
肥用）

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

牧草、青刈りとうもろこし、
ソルゴー、その他飼料作物
なお、その他の飼料作物は、
全国調査年のみ調査

収穫期 主産県の区域（全国作付(栽培)面積の
おおむね８割を占めるまでの上位都道
府県及び農業競争力強化基盤整備事業
による飼料作物に係る事業を実施する
都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

てんさい 収穫期 北海道の区域

さとうきび 収穫期 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 7月15日 主産県の区域（全国栽培面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県及
び畑作物共済事業を実施する都道府
県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

みかん、その他かんきつ類、
りんご、ぶどう、日本なし、
西洋なし、もも、おうとう、
びわ、かき、くり、うめ、す
もも、キウイフルーツ、パイ
ンアップル

収穫期 主産県の区域（全国栽培面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県及
び果樹共済事業を実施する都道府県)
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

キャベツ、きゅうり、さとい
も、だいこん、たまねぎ、ト
マ ト （ ト マ ト 、 ミ ニ ト マ
ト）、なす、にんじん、ね
ぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン（ピーマン、ししと
う）、ほうれんそう、レタス
（サラダ菜を除く。）、アス
パラガス、いちご、えだま
め、かぶ、かぼちゃ、カリフ
ラワー、グリーンピース、ご
ぼう、こまつな、さやいんげ
ん、さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、そ
らまめ、ちんげんさい、に
ら、にんにく、ふき、ブロッ
コリー、みずな、みつば、メ
ロ ン （ メ ロ ン 、 温 室 メ ロ
ン）、やまのいも（やまのい
も、ながいも）、れんこん

収穫期 主産県の区域（全国作付面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県、
特定野菜等供給産地育成価格差補給事
業を実施する都道府県及び畑作物共済
事業を実施する都道府県。指定野菜に
あっては、これに野菜生産出荷安定法
に基づき指定する野菜指定産地を含む
都道府県を加えた都道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに全
国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの類
及び花壇用苗もの類並びに花
き計の生産額に占める割合が
１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

収穫期 主産県の区域（全国作付（収穫）面積
のおおむね８割を占めるまでの上位都
道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに全
国の区域

作 物 統 計 調 査 の 調 査 期 日 及 び 調 査 範 囲
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調　　査 作　　物 調査期日 区　　域

２　予想収穫量調査 ９月25日 全国の区域

10月25日 全国の区域

３　収穫量調査 水稲、小麦、二条大麦、六条
大麦、はだか麦、大豆、そ
ば、なたね

収穫期 全国の区域

陸稲、かんしょ 主産県の区域（全国作付面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

牧草、青刈りとうもろこし、
ソルゴー

主産県の区域（全国作付(栽培)面積の
おおむね８割を占めるまでの上位都道
府県及び農業競争力強化基盤整備事業
による飼料作物に係る事業を実施する
都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

てんさい 北海道の区域

さとうきび 鹿児島県及び沖縄県の区域

茶 年間計調査は、主産県の区域（全国栽
培面積のおおむね８割を占めるまでの
上位都道府県及び畑作物共済事業を実
施する都道府県）
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

一番茶調査は、主産県の区域（年間計
調査の直近の全国調査年で調査した一
番茶期の生葉収穫量の多い上位３都道
府県及び畑作物共済事業を実施する都
道府県）のみ調査

みかん（早生温州（うち、ハ
ウ ス み か ん 、 極 早 生 み か
ん）、普通温州）、りんご、
ぶどう、日本なし、西洋な
し、もも、おうとう、びわ、
かき、くり、うめ、すもも、
キウイフルーツ

主産県の区域（全国栽培面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県及
び果樹共済事業を実施する都道府県)
ただし、令和14年産から５年ごとに全
国の区域

パインアップル 沖縄県の区域

キャベツ、きゅうり、さとい
も、だいこん、たまねぎ、ト
マ ト （ ト マ ト 、 ミ ニ ト マ
ト）、なす、にんじん、ね
ぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン（ピーマン、ししと
う）、ほうれんそう、レタス
（サラダ菜を除く。）、アス
パラガス、いちご、えだま
め、かぶ、かぼちゃ、カリフ
ラワー、グリーンピース、ご
ぼう、こまつな、さやいんげ
ん、さやえんどう、しゅんぎ
く、しょうが、すいか、ス
イートコーン、セルリー、そ
らまめ、ちんげんさい、に
ら、にんにく、ふき、ブロッ
コリー、みずな、みつば、メ
ロ ン （ メ ロ ン 、 温 室 メ ロ
ン）、やまのいも（やまのい
も、ながいも）、れんこん

主産県の区域（全国作付面積のおおむ
ね８割を占めるまでの上位都道府県、
特定野菜等供給産地育成価格差補給事
業を実施する都道府県及び畑作物共済
事業を実施する都道府県。指定野菜に
あっては、これに野菜生産出荷安定法
に基づき指定する野菜指定産地を含む
都道府県を加えた都道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに全
国の区域

花き
切り花類、球根類、鉢もの類
及び花壇用苗もの類並びに花
き計の生産額に占める割合が
１％以上の品目

なお、全国調査年において
は、きくの内訳品目（輪ぎ
く、スプレイぎく及び小ぎ
く）についても調査

主産県の区域（全国作付（収穫）面積
のおおむね８割を占めるまでの上位都
道府県）
ただし、令和13年産から５年ごとに全
国の区域

水稲
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別添２ 

 

作付面積調査及び収穫量調査に係る作物の選定基準 

  

 農林水産大臣の定める基準は、次の各号のいずれかに該当する種類の作物であることとする。 

 

１ 食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）第17条第１項の規定により定められた食料・

農業・農村基本計画（令和７年４月11日閣議決定）において生産量や作付面積等のKPIが設定さ

れた作物の種類（注）又は食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定）において生

産努力目標が定められた作物の種類であること。 

 

（注）野菜について生産量や作付面積等のKPIが設定された場合にあっては野菜のうち野菜生産

出荷安定法施行令（昭和41年政令第224号）第１条に規定する種類及び野菜生産出荷安定法

施行規則（昭和41年農林省令第36号）第８条に規定する種類に限り、果樹について生産量

や作付面積等のKPIが設定された場合にあっては果樹のうち果樹農業振興特別措置法施行

令（昭和36年政令第145号）第２条に規定する種類に限る。 

 

２ 調査の結果が得られた直近の２年間連続して耕種部門全体の農業産出額に占める産出額の割

合が１パーセント以上である作物（１に規定する作物を除く。）の種類（花きが該当する場合

にあっては、花き全体の産出額に占める産出額の割合が１パーセント以上である種類に限る。） 
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別添３ 

標本の抽出方法 

 

１ 作況標本筆の抽出方法 

  作況標本筆の抽出方法は、次のとおりとする。 

 

(1) 単位区の編成 

 地方農政局等の長（地方農政局長、北海道農政事務所長及び内閣府沖縄総合事務局農

林水産センター長。以下別添３において同じ。）は、空中写真（衛星画像等）に基づき

全国の全ての土地を隙間なく区分した 200m 四方（北海道にあっては 400m 四方）の格子

状の区画のうち、地方農政局等の管轄区域内の区画を、耕地が存在する区画（以下「単

位区」という。）と耕地が存在しない区画に区分し、単位区を編成する。 

 

 (2) 単位区の階層分け 

   地方農政局等の長は、単位区のうち水稲の栽培の用に供される単位区を、水稲の生産

力等により分類し、同一の分類に属するものをもって階層を編成する。 

 

 (3) 標本の大きさの算出 

   農林水産省大臣官房統計部長（以下「統計部長」という。）は、都道府県別に水稲の

10a 当たり収量についての調査結果が一定の目標精度を保持するよう、必要な標本の大

きさを算出し、地方農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあって

は内閣府沖縄総合事務局長。以下別添３において同じ。）に通知する。 

 

 (4) 標本の配分 

   地方農政局長は、通知された標本の大きさを、階層別に水稲の作付面積に 10a 当たり

収量の母標準偏差を乗じた積に比例して配分する。 

 

 (5) 標本の抽出 

   地方農政局長は、(4)により階層別に配分した数の標本を当該階層から田の耕地面積

に比例して抽出し、次いで、当該標本内にある水稲の作付けされた筆から無作為に作況

標本筆を１筆抽出する。 

 

２ 農林業経営体の抽出方法 

  陸稲、麦類、大豆、かんしょ、飼料作物、そば、なたね、茶、果樹、野菜及び花きに係
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る作付面積調査並びに収穫量調査（茶については作付面積調査に限る。）における農林業

経営体の抽出方法については、次のとおりとする。 

 

 (1) 母集団名簿の作成 

   統計部長は、調査実施時期に利用可能な直近の農林業センサスにおける農林業経営体

調査結果から、調査対象作物を作付けし、かつ、関係団体等以外に出荷した農林業経営

体を抽出し、都道府県別・作物別に、作付面積の大きい順に配列して、母集団名簿を作

成する。 

   ただし、飼料作物については、農林業センサスの飼料作物の作付けに関する調査項目

がないため、牛を飼っている、かつ田・畑（牧草地）耕地がある農林業経営体及び農作

業の受託料金収入で飼料用作物作がある農林業経営体とする。 

   なお、次年度以降は、農業構造動態調査の結果を踏まえた情報収集等により毎年補正

を行う。 

 

（2） 階層の設定 

   (1)で作成した母集団について次のとおり階層分けを行う。 

    大規模階層：都道府県別・作物別の母集団名簿において、作物ごとの作付面積が大きい

ものから順に、おおむね 10 経営体（調査全体として、約 15,000 経営体を想

定）。ただし、野菜、花きについては、同一の農林業経営体が複数の作物を

作付けている場合があり、同一の農林業経営体に複数の作物について回答を

求める場合がある（中規模階層及び小規模階層も同様）。 

  中規模階層：都道府県別・作物別に、作付面積の大きい順に農林業経営体の作付面積を

累積し、農林業センサスの結果から得られた作付面積のおおむね８割（注）を

占めるまでの範囲の農林業経営体（大規模階層に該当するものを除く。） 

 

      （注）「おおむね８割」とは、①直近の関係団体等に対する作付面積調査から

得られた作付面積、②母集団情報から得られる大規模階層及び中規模階層

の経営体の作付面積を合わせたもので判断する。 

 

  小規模階層：大規模階層及び中規模階層以外の経営体 

 

 (3) 標本の大きさの算出 

   (2)で作成した階層別の母集団名簿を用い、次のとおり報告者数を算出する。 

大規模階層：母集団の全数とする。 
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中規模階層：母集団の約５分の１の数とする。 

小規模階層： 作物別に面積及び収穫量の調査結果が一定の目標精度を保持するよう、必

要な標本の大きさを算出する（令和７年産以降、当分の間は、収穫量調査の

10a 当たり収量の標準誤差をもとに算出する。）。 

 

 (4) 標本の抽出 

   (3)により算出された標本の大きさに相当する農林業経営体を、階層別に系統抽出法

又は調査対象作物の作付面積に基づく確率比例抽出により抽出する。 

   なお、野菜工場等、推計結果に大きな影響を与え得る農林業経営体の情報を事前に把

握している場合は、中規模階層又は小規模階層の農林業経営体であっても、有意に選定

する。 

   また、毎年全国調査を行う作物にあっては、中規模階層及び小規模階層の農林業経営

体のうち、２分の１の農林業経営体を継続標本とする。毎年全国調査を行わない作物に

あっては、主産県の中規模階層の農林業経営体のうち、２分の１の農林業経営体を継続

標本とする一方で、主産県の小規模階層及び非主産県の農林業経営体については、全国

調査の都度（５年おきに）（注）、選定をし直す。ただし、母集団の大きさ及び階層別の分

散状況により、標本の変更を行わない場合がある。 

  （注）主産県の小規模階層と非主産県の農林業経営体については、全国調査のときのみ

調査を行う。 

    

３ 荒茶工場の抽出方法  

収穫量調査のうち、茶調査に係る標本荒茶工場の配分及び抽出方法は次のとおりとする。 

 

 (1) 荒茶工場母集団の整備・補正 

地方農政局等の長は、全国調査の実施年において、「荒茶工場母集団一覧表」に掲載

された荒茶工場への郵送・オンラインによる照会結果により操業状況を確認（全国調査

年及びその前年に調査対象となった荒茶工場を除く。）するとともに、作付面積調査の

報告者となる農林業経営体に対する確認（農林業経営体自らが荒茶加工をしているか否

かについての確認）により、母集団一覧表を更新する。また、主産県調査の実施年にお

いて、事業所母集団データベース及び作付面積調査の報告者となる農林業経営体に対す

る確認により、荒茶工場の休業・廃止又は新設があった場合には削除又は追加をし、ま

た、茶栽培面積、生葉の移出入等大きな変化があった場合には当該荒茶工場について母

集団一覧表を整備・補正する。 
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(2) 母集団の階層分け及び標本の配分 

統計部長は、母集団一覧表に基づき、都道府県別に次の方法により標本の大きさを算

出し、地方農政局長に通知する。 

ア 階層の設定 

母集団一覧表の荒茶工場別の年間計荒茶生産量を指標とし、都道府県別の荒茶工場

を全数調査階層と標本調査階層に区分する。 

イ 標本の大きさの算出 

都道府県別の標本の大きさは、全数調査階層の荒茶工場数と標本調査階層の荒茶工

場数を足したものとし、標本調査階層については一定の精度が確保できるよう標本の

大きさを算出する。この場合、全数調査階層は荒茶生産量規模別の分布状況に応じて

別途統計部長が定める一定生産量以上を有する工場の階層とし、残りを標本調査階層

とする。 

また、標本調査階層にあっては、階層内分散が小さく、階層間分散が大きくなるよ

うに最大で３程度の階層に区分する。 

ウ 標本調査階層内の標本配分 

階層ごとの荒茶工場の年間計荒茶生産量（母集団リスト値）の標準偏差を基に、標

本調査階層を区分した各階層の標本の大きさを配分する。 

 

  (3) 標本の抽出 

    地方農政局長は、(2)により通知された標本の大きさに相当する荒茶工場を、階層別

に系統抽出法により抽出する。 
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備考 全国 農業地域 都道府県 左記以外の地域

1
作付面積（総数、主食用）、10ａ
当たり予想収量、予想収穫量（主
食用）、作況単収指数

早期、普通期栽培等の区分がある県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

● ● ●

2 主な収量構成要素
早期、普通期栽培等の区分がある県
は、早期栽培、普通期栽培等ごとにも区
分して表章する。

●

3 作況単収指数（作柄表示地帯
別）

●（作柄表
示地帯）

4
作付面積（子実、主食用）、10ａ
当たり予想収量、予想収穫量（子
実、主食用）、作況単収指数

● ● ●

5 作況単収指数（作柄表示地帯
別）

●（作柄表
示地帯）

6 収穫量調査（水陸稲計） 作付面積、収穫量 ● ● ●

7 収穫量調査（水稲）
作付面積（子実、主食用）、10ａ
当たり収量、収穫量（子実、主食
用）、作況単収指数

● ● ●

8 収穫量調査（陸稲） 作付面積、10ａ当たり収量、収穫
量 ● ● ● 陸稲については、主産県調査年は全国、

主産県

9 収量構成要素 ● ● ●

10 作況単収指数（作柄表示地帯
別）

●（作柄表
示地帯）

11 玄米のふるい目幅別重量分布 ● ● ●

12 玄米のふるい目幅別10ａ当たり収
量 ● ● ●

13 麦類 麦類（子実）作付面積 (1)小麦、(2)二条大麦、(3)六条大麦、(4)はだか麦 田畑別に表章する。 ● ● ●

14
大豆、そば、
かんしょ、な

たね

大豆（乾燥子実）、そば、かんしょ、
なたね作付面積

(1)かんしょ、(2)大豆、(3)そば、(4)なたね
かんしょ、大豆及びそばは、田畑別に
表章する。 ● ● ● かんしょについては、主産県調査年は全

国、主産県

15 飼料作物作付（栽培）面積 (1)飼料作物計、(2)牧草、(3)青刈りとうもろこし、(4)ソ
ルゴー 田畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

16 えん麦（緑肥用）作付面積 田畑別に表章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

17

麦類、大
豆、そば、か
んしょ、なた
ね、飼料作

物

収穫量調査 作付面積、10ａ当たり収量、収穫
量

❶麦類については、小麦、二条大麦、六
条大麦、はだか麦別に表章。また、北海
道の小麦については、春まき及び秋まき
別に表章する。
❷宮崎県及び鹿児島県のかんしょについ
ては、内訳としてでん粉原料用仕向け量
を表章する。
❸飼料作物については、牧草、青刈りとう
もろこし及びソルゴー別に表章する。

● ● ● かんしょ及び飼料作物については、主産
県調査年は全国、主産県

18 てんさい 作付面積調査・収穫量調査 作付面積、10ａ当たり収量、収穫
量

北海道

19 さとうきび 作付面積調査・収穫量調査 栽培面積、収穫面積、10ａ当たり
収量、収穫量

作型（夏植、春植及び株出）別に
表章する。 ●

鹿児島県、沖縄県（鹿児島県の屋久
島以外の島しょ部については、鹿児島県
が保有する情報を活用）

20 作付面積調査 栽培面積 ● ● ●
主産県調査年は、全国、主産県
なお、鹿児島県については、鹿児島県が
保有する情報を活用

21 収穫量調査
摘採面積、生葉収穫量、荒茶生産
量、10ａ当たり生葉収量、摘採面
積率、製茶歩留まり

年間計及び一番茶の別に表章する。 ● ● ●

22 作付面積調査 果樹栽培面積
(1)みかん、(2)その他かんきつ類、(3)りんご、(4)日本な
し、(5)西洋なし、(6)かき、(7)びわ、(8)もも、(9)すもも、
(10)おうとう、(11)うめ、(12)ぶどう、(13)くり、(14)パイ
ンアップル、(15)キウイフルーツ

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

23 結果樹面積、10ａ当たり収量、収
穫量、出荷量

(1)みかん、(2)りんご、(3)日本なし、(4)西洋なし、(5)か
き、(6)びわ、(7)もも、(8)すもも、(9)おうとう、(10)うめ、
(11)ぶどう、(12)くり、(13)キウイフルーツ

内訳等がある品目については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

24 栽培面積、収穫面積、10ａ当たり
収量、収穫量、用途別出荷量

パインアップル
沖縄県、沖縄本島、八重山
栽培面積については、沖縄県

25 用途別出荷量 (1)みかん、(2)りんご 主産県計、主産県

26 作付面積、10ａ当たり収量、収穫
量、出荷量

(1)だいこん、(2)かぶ、(3)にんじん、(4)ごぼう、(5)れんこ
ん、(6)ばれいしょ、(7)さといも、(8)やまのいも、(9)はくさ
い、(10)こまつな、(11)キャベツ、(12)ちんげんさい、(13)
ほうれんそう、(14)ふき、(15)みつば、(16)しゅんぎく、
(17)みずな、(18)セルリー、(19)アスパラガス、(20)カリフ
ラワー、(21)ブロッコリー、(22)レタス（サラダ菜を除く。）、
(23)ねぎ、(24)にら、(25)たまねぎ、(26)にんにく、(27)
きゅうり、(28)かぼちゃ、(29)なす、(30)トマト、(31)ピー
マン、(32)スイートコーン、(33)さやいんげん、(34)さやえ
んどう、(35)グリーンピース、(36)そらまめ、(37)えだまめ、
(38)しょうが、(39)いちご、(40)メロン、(41)すいか

内訳等がある品目については、併せて表
章する。 ● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

27 用途別出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

● ● ● 主産県調査年は、全国、主産県

28 作付面積、収穫量、出荷量
(1)だいこん、(2)にんじん、(3)ばれいしょ、(4)さといも、
(5)はくさい、(6)キャベツ、(7)ほうれんそう、(8)ブロッコ
リー、(9)レタス（サラダ菜を除く。）、(10)ねぎ、(11)たま
ねぎ、(12)きゅうり、(13)なす、(14)トマト、(15)ピーマン

野菜指定産地計、野菜指定産地を包
括する市町村及びばれいしょのうち北海
道の全市町村

29 花き 作付面積調査・収穫量調査 作付（収穫）面積、出荷量 (1)切り花類、(2)球根類、(3)鉢もの類、(4)花壇用苗も
の類

❶品目については花き計の生産額に
占めるシェアが１％以上の品目を表
章する。
❷内訳等がある品目については、併
せて表章する。

● ● ●
主産県調査年は、全国、主産県
なお、長野県については、長野県が保有
する情報を活用

別添４
作物統計調査  集計事項一覧

番号 作物 調査区分 集計内容 集計区分
集計地域

野菜 作付面積調査・収穫量調査

水稲

予想収穫量調査
（９月25日現在）

予想収穫量調査
（10月25日現在）

水陸稲

収穫量調査（水稲）

作付面積調査

飼料作物

茶

果樹

収穫量調査

主産県調査年は、主産県計、主産県
なお、鹿児島県については、鹿児島県が
保有する情報を活用
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別添５

概要 詳細

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

茶 10月中旬 翌年３月下旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん、その他かんきつ類 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き － 翌年６月下旬

（９月25日現在） 10月中旬

（10月25日現在） 11月中旬

水稲 12月上旬 翌年２月下旬

陸稲 12月上旬 翌年２月下旬

麦類 11月下旬 翌年３月下旬

大豆 － 翌年５月上旬

そば － 翌年５月上旬

かんしょ 翌年２月上旬 翌年６月下旬

なたね 12月下旬 翌年４月上旬

飼料作物 翌年３月上旬 翌年８月下旬

てんさい 翌年１月下旬 翌年４月下旬

さとうきび 翌年７月上旬 翌年８月下旬

（一番茶） ８月中旬

（年間計） 翌年２月中旬

びわ、おうとう、うめ 11月下旬

もも、すもも 翌年１月下旬

日本なし、ぶどう 翌年２月中旬

西洋なし、かき、くり 翌年４月中旬

りんご、みかん 翌年５月下旬

キウイフルーツ 翌年８月上旬

パインアップル 翌年８月下旬

春野菜、夏秋野菜、たまねぎ 翌年４月下旬

翌年２月上旬

秋冬野菜、特定野菜等 翌年８月下旬

花き － 翌年６月下旬

調査結果の公表予定時期

調　　査 作　　　物
公表予定時期

作付面積調査

飼料作物、えん麦（緑肥用）

甘味資源作物

果樹 翌年12月下旬

野菜 翌年12月下旬春植えばれいしょ

 予想収穫量調査 水稲 －

果樹 翌年12月下旬

 収穫量調査

甘味資源作物

茶 翌年６月下旬

野菜 翌年12月下旬春植えばれいしょ
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　貴団体において、貴団体に出荷されない管内の作付団地等の状況（作付面積、作付地
域等）を把握していれば記入してください。

茶

・
本年産

記入上の注意
○ 「栽培面積」は、茶を栽培している面積（本年産
　の茶を収穫する予定がない面積を含む。）を記入
　してください。
○ 栽培面積は単位を「ha」とし、小数点第一位
　（10a単位）まで記入してください。
　 　0.05ha未満の結果は「0.0」と記入してください。
○ 貴団体の管内において、集荷・取扱いを行う

栽培団地等の栽培面積を記入してください。

前年産

【 ２ 】 栽培面積の増減要因等について

　茶の主な増減要因（新植、廃園等）について記入してください。

　茶の主な増減地域と増減面積について記入してください。

【 １ 】 貴団体管内の茶の栽培面積について
単位：ha

作物名 栽培面積

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

令 和　　　年 産

作付面積調査調査票（団体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

客体番号
農林水産省 作　物　統　計

秘 統計法に基づく基幹統計
年　産 都道府県 管理番号 市区町村

別記様式第１号

調査票コード

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

１１ ５６８９ ３

茶用

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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本

秘
年産 都道府県 市区町村 旧市区町村 農業集落 調査区

別記様式第２号

調査票コード

農林水産省 経営体 階層番号

統計法に基づく一般統計

作物統計試行

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。 記入例

令 和　　　年 産

作付面積調査調査票（経営体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

【 １ 】 本年の栽培の状況について 【 ２ 】 来年以降の栽培予定について

本年の栽培状況について教えてください。
必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

来年以降の栽培予定について教えてください。
必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

本年、栽培を行った 来年以降、栽培予定がある

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

・本年に栽培を行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年に栽培を行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

　　　　御協力ありがとうございました。

来年以降、栽培予定はない本年、栽培を行わなかった

今のところ未定

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

３５７８９１１

茶用
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【 ３ 】 茶の栽培面積について

　本年７月15日現在の栽培面積について記入してください。

○ 「栽培面積」は、茶を栽培している面積（本年産の茶を収穫する予定がない面積を含む。）
を記入してください。

(町) (反) (畝)
ha a

栽培面積
（借入地を含む。）

業者・市場・
直販等

集出荷団体
以外への出荷

【 ４ 】収穫・出荷の内訳について（例年のおおむねの割合を記入してください。）

品目

出荷分
自家用、

無償の贈答用
等の量

合計農協等の
集出荷団体
への出荷

100%
％ ％ ％

茶

自社、自家で荒茶加工を行っていない

【 ５ 】 荒茶加工の状況について

荒茶加工の状況について教えてください。
必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

自社、自家で荒茶加工を行っている

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、栽培を行った方のみ記入してください。

記入上の注意

49



管理番号

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

農林水産省 作　物　統　計

ｔ

作物名 作付面積 集荷量

裏面に進んでください。

ha

市区町村 客体番号

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

【 １ 】 貴団体で集荷している作付面積及び集荷量について

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。 記入例

秘 a統計法に基づく基幹統計

記入例

年　産 都道府県

調査票コード

うち検査基準以上

前年産 ｔ

本年産
・

別記様式第３号

　記入上の注意
○ 作付面積は単位を「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と
記入してください。

○ 集荷量は単位を「ｔ」とし、整数で記入してください。
（陸稲の場合）
○ 陸稲品種を田に作付けしたものは除きます。水稲品種を畑に作付けしたものは陸稲に含めますが、
計画的にかんがいを行い栽培するものは除きます。

（なたねの場合）
○ 子実用（食用として搾油するもの）のみを記入してください。
〇　集荷量の「うち検査基準以上」には、農産物規格規定における平成12年時点の４等以上相当を基準としたものに

　　加え、種子用とされたものの合計を記入してください。

令 和　　　年 産

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

陸稲、なたね（子実用）用

１１ ５６８９ ３
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【 ３ 】作付面積の増減要因等について

【 ２ 】 余マス率について
 平均的な余マス率を記入してください。

作物名 余マス率

前年産 ％

本年産
・

記入上の注意
〇　余マスとは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入れ目、入り目などとも言われます。
　例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。

日照
不足

多雨 少雨 台風 病害 虫害
鳥獣
害

その
他

　主な増減要因（転換作物等）について記入してください。

【 ４ 】収穫量の増減要因等について

　主な増減地域と増減面積について記入してください。

　貴団体において、貴団体に出荷されない管内の作付団地等の状況（作付面積、作付地域
等）を把握していれば記入してください。

作物名
作柄の良否

多 高温並 低温並 悪 少

被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

　前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入してください。

良

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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・

本年産
・

前年産

秘 a統計法に基づく基幹統計

令 和　　　年 産

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号
農林水産省

t

作　物　統　計

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

作物名
作付面積
（田畑計） 田 畑 集荷量

記入上の注意
○ 作付面積は単位を「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と記入して
ください。

○ 集荷量は単位を「ｔ」とし、整数で記入してください。0.5t未満の結果は「０」と記入してください。
○ 主に食用（子実用）とするものについて記入してください。緑肥用や飼料用は含めないでください。
○ 「うち検査基準以上」欄には、１等、２等、規格外のうち規格外Ａに加え、種子用（合格）とされたものの合計を記入して
ください。

○ 検査を受けない場合や、提出日までに検査を受けていない場合などは、集荷された農作物の状態から検査基準以上
となる量を見積もって記入してください。

【 １ 】 貴団体で集荷している作付面積及び集荷量について

ha

t

ha

t

t

t

tha ha t

・

・

・

ha

・

　　畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

・

t tha ha ha

・

ha tha

・

tha t

二条
大麦

・

小麦
前年産

本年産

秋まき
(北海道
のみ)

前年産

本年産

春まき
(北海道
のみ)

前年産

本年産

ha

うち検査基準以上

はだか
麦

前年産

本年産
・ ・

ha ha

六条
大麦

前年産

別記様式第４号

調査票コード

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

記入例

本年産
・ ・

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

麦類（子実用）用

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

１１ ５６８９ ３

裏面に進んでください。
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はだか麦

％

・・

二条大麦 六条大麦

％ ％

・

記入上の注意
〇　余マスとは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入れ目、入り目などとも言われます。
　例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。

小麦

はだか麦

六条大麦

小麦

二条大麦

余マス率
前年産 ％

【 ２ 】余マス率について
 平均的な余マス率を記入してください。

【 ３ 】作付面積の増減要因等について

本年産
・

台風 病害 虫害
鳥獣
害

その
他

　前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

多 高温 低温

作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

日照
不足

多雨 少雨

　作物ごとの主な増減要因（転換作物等）について記入してください。

【 ４ 】収穫量の増減要因等について

　作物ごとに主な増減地域と増減面積について記入してください。

　貴団体において、貴団体に出荷されない管内の作付団地等の状況（作付面積、作付地域
等）を把握していれば記入してください。

作物名
良 並 悪 少 並

　作物ごとに被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入して
ください。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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別記様式第５号

ha

裏面に進んでください。

作物名
作付（栽培）面積

（田畑計） 田 畑 集荷量 うち検査基準以上

前年産 ha

・

・・

tha ha

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

・

農林水産省 作　物　統　計
年　産 都道府県

秘 統計法に基づく基幹統計

令 和　　　年 産

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

前年産 ha ha ha

本年産

【 １ 】 貴団体管内の作付（栽培）面積及び集荷量について

記入上の注意
○ 作付（栽培）面積は単位を「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と
記入してください。

○ 集荷量は単位を「ｔ」とし、整数で記入してください。0.5t未満の結果は「０」と記入してください。
○ ＜作物ごとの注意事項＞

t

記入例

t t

畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

管理番号 市区町村 客体番号

・ ・

・

前年産 ha t t

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

・
本年産

ha

・

調査票コード

・
本年産

・

前年産 ha ha ha

本年産

・

・

本年産
・

前年産 ha ha ha

・

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

大豆（乾燥子実）、飼料作物、えん麦（緑肥用）、かんしょ、そば用

１１ ５６８９ ３
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記入上の注意
〇　余マスとは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入れ目、入り目などとも言われます。
　例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。

作物名
主な被害の要因（複数回答可）

良
日照
不足

多雨 虫害
鳥獣
害

並 悪

【 ３ 】作付（栽培）面積の増減要因等について

　作物ごとに被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入して
ください。

・

　作物ごとに主な増減地域と増減面積について記入してください。

　前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

【 ４ 】収穫量の増減要因等について

少雨 台風

　貴団体において、貴団体に出荷されない管内の作付団地等の状況（作付面積、作付地域
等）を把握していれば記入してください（飼料作物及びえん麦（緑肥用）については
【１】に貴団体で把握している面積を記入していただいているため記入不要です。）。

低温
その
他

少 並 多 高温

・ ・

％ ％

　作物ごとの主な増減要因（転換作物等）について記入してください。

病害

作柄の良否 被害の多少

前年産

本年産
余マス率

％

　平均的な余マス率を記入してください。
【 ２ 】余マス率について

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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別記様式第６号

秘 a統計法に基づく基幹統計 年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

農林水産省 作　物　統　計

調査票コード

令 和　　　年 産

畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

記入例

記入例
★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

【 １ 】 てんさいの作付面積及び集荷量について

　記入上の注意
○ 作付面積は単位を「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と

記入してください。
○ 集荷量は単位を「ｔ」とし、整数で記入してください。0.5t未満の結果は「０」と記入してください。

作物名 作付面積 集荷量

てんさい
前年産 ha ｔ

本年産

裏面に進んでください。

・

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

てんさい用

１１ ５６８９ ３

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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【 ２ 】　作柄及び被害の状況について
　　１　前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の

　　 点線をなぞってください。

作物名
作柄の良否 被害の多少

良 並 悪 少 並 多

鳥獣
害

てんさい

融雪
遅れ

高温 低温
日照
不足

多雨 少雨 台風

　　２　病害、虫害及びその他については、被害の内容を具体的に記入してください。

　　３　 作付面積の増減理由や被害以外の収量に影響を及ぼした要因（作付品種の変化など）があれば、
　　  記入してください。

てんさい

作物名

主な被害の要因（複数回答可）

病害 虫害
その
他

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

客体番号年　産

記入例

集荷量

ｔha ha

ｔha

栽培面積

都道府県 管理番号 市区町村

作型

【 １ 】 貴事業場で集荷しているさとうきびの栽培面積、収穫面積及び集荷量について

株出し
前年産

秘 統計法に基づく基幹統計

春植え
前年産 ha ｔ

本年産

ha前年産

裏面に進んでください。

本年産

収穫面積

令 和　　　年 産

作　物　統　計

夏植え

農林水産省

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

記入例

本年産

別記様式第７号

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

調査票コード

・

・ ・

・ ・

・

ha

　記入上の注意
○ 栽培面積及び収穫面積は単位を「ha」で記入してください。
○ 集荷量は単位を「ｔ」とし、整数で記入してください。
○ 栽培面積は、収穫の有無にかかわらず、栽培した全ての面積を記入してください。
○ 収穫面積は、本年に収穫した面積を記入してください。

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

さとうきび用

１１ ５６８９ ３
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　　 点線をなぞってください。

主な被害の要因（複数回答可）

作型 その
他

高温 低温
日照
不足

多雨 病害 虫害

夏植え

台風

春植え

少雨
鳥獣
害

春植え

　　２　台風、病害、虫害及びその他については、被害の内容を具体的に記入してください。

　　３　 栽培（収穫）面積の増減理由や被害以外の収量に影響を及ぼした要因（作付品種の変化など）が
　　　あれば、記入してください。

株出し

作型

　　１　前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の

並 多

株出し

作柄の良否 被害の多少

良 並 悪 少

夏植え

【 ２ 】　作柄及び被害の状況について

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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調査対象の作物（農林水産省職員があらかじめ記入しております。）

１　「みかん」に○がある方は、みかんの設問について記入してください。

２　「その他かんきつ類」に○がある方は、その他かんきつ類の設問について
　記入してください。

みかん

その他かんきつ類
（みかん以外の全てのかんきつ類）

年産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

調査票コード

令 和 年 産

果樹作付面積調査・収穫量調査 調査票（団体用）

みかん・その他かんきつ類用

記入上の注意

○ 「その他かんきつ類」は、みかん以外の全てのかんきつ類の合計面積を記入してください。

○ 「栽培面積」は、貴団体の管内において、集荷・取扱いを行う栽培団地等の栽培面積を記入してください。

○ 「結果樹面積」は、栽培面積のうち、貴団体の生産者が本年産の果実を収穫するために結果させた面積を記入してください。

○ 面積の単位は「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と記入してください。

○ 「出荷量」は、調査票記入時点で出荷していない集荷物がある場合は、本年産の見込みの出荷量を見積もって記入してく

ださい。

○ ジャム、ドライフルーツなどの加工品として出荷した場合は、加工前の生重量に換算して記入してください。

○ みかん計＝早生温州＋普通温州 となるように記入してください。また、ハウスみかんや極早生みかん以外の早生温州を

栽培している場合には、早生温州＝ハウスみかん＋極早生みかんとならなくてもかまいません。

【収穫時期の目安】 早生温州（９月～11月） ・ ハウスみかん（４月～７月） ・ 極早生みかん（９月） ・ 普通温州（11月～12月）

本年産の貴団体の状況について、 「記入上の注意」を参考に記入してください。

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。

○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り

消し、その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

ご記⼊いただいた調査票は、 ⽉ ⽇までに提出してください。
調査票の記⼊及び提出は、インターネットでも可能です。
詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は

一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように

点線をなぞってください。

記入例

記入例

１１ ５６８９ ３

【問い合わせ先】

裏面に進んでください。

別記様式第８号
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病害 虫害 鳥獣害 その他多雨 少雨 台風高温 低温
日照
不足良 並 悪 少 並 多

作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

t

本年産 .
％

品目 入れ目率 減耗量等

みかん計
前年産 ％

t

本年産 .

.

普通温州
前年産 ha ｔ

.
前年産 ha ｔ

本年産 .

本年産

本年産

.本年産

品目 出荷量 うち加工向け

みかん計
前年産

.

栽培面積

ha ha ｔ ｔ

結果樹面積

本年産 .その他かんきつ類
前年産 ha

早生温州
前年産 ha ｔ

　うち
　極早生みかん

前年産 ha ｔ

　うち
ハウスみかん

【 １ 】 貴団体で集荷している栽培面積、結果樹面積及び出荷量について （「みかん」、「その他かんきつ類」）

前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入してください。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

【 ４ 】 作柄及び被害の状況について （「みかん」のみ）

【 ２ 】 入れ目率・減耗量等について （「みかん」のみ）

〇 「入れ目」とは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入り目、余マスなどとも

言われます。平均的な入れ目率を記入してください。

例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。

〇 「減耗量等」は、倉庫などで保管していたものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなった

量を記入してください。

【 ３ 】 栽培面積及び結果樹面積の増減要因等について （「みかん」、「その他かんきつ類」）

主な増減要因（新植・廃園等）、増減地域及び増減面積について記入してください。

貴団体において、貴団体に出荷されない管内の栽培団地等の状況（栽培面積、結果樹面積、栽培地域等） について記入してください。
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調査票コード

年産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

令 和 年 産

果樹作付面積調査・収穫量調査 調査票（団体用）

〇〇〇用

記入上の注意

○ 「栽培面積」は、貴団体の管内において、集荷・取扱いを行う栽培団地等の栽培面積を記入してください。

○ 「結果樹面積」は、栽培面積のうち、貴団体の生産者が本年産の果実を収穫するために結果させた面積を記入してください。

○ 面積の単位は「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と記入してください。

○ 「出荷量」は、調査票記入時点で出荷していない集荷物がある場合は、本年産の見込みの出荷量を見積もって記入してく

ださい。

○ ジャム、ドライフルーツなどの加工品として出荷した場合は、加工前の生重量に換算して記入してください。

○ 品目ごとの注意事項

本年産の貴団体の状況について、 「記入上の注意」を参考に記入してください。

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。

○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り

消し、その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

ご記⼊いただいた調査票は、 ⽉ ⽇までに提出してください。
調査票の記⼊及び提出は、インターネットでも可能です。
詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は

一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように

点線をなぞってください。

記入例

記入例

１１ ５６８９ ３

【問い合わせ先】

裏面に進んでください。

別記様式第９号
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ｔ

ｔ

高温 低温
日照
不足

作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 多 病害 虫害 鳥獣害 その他多雨 少雨 台風

t

本年産 .
％ t

前年産 ％

t

本年産 .
％ t

前年産 ％

t

本年産 .
％

前年産 ％

t

品目 入れ目率 減耗量等

..本年産

前年産 ha ｔ

.本年産 .

前年産 ha ｔ

..

前年産 ha ｔ ｔ

本年産

品目 栽培面積 出荷量 うち加工向け
（りんご、パインアップルのみ）

結果樹面積
（パインアップルは収穫面積）

【 １ 】 貴団体で集荷している栽培面積、結果樹面積及び出荷量について

前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入してください。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

【 ４ 】 作柄及び被害の状況について

【 ２ 】 入れ目率・減耗量等について

〇 「入れ目」とは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入り目、余マスなどとも

言われます。平均的な入れ目率を記入してください。

例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。

〇 「減耗量等」は、倉庫などで保管していたものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなった

量を記入してください。

【 ３ 】 栽培面積及び結果樹面積の増減要因等について

主な増減要因（新植・廃園等）、増減地域及び増減面積について記入してください。

貴団体において、貴団体に出荷されない管内の栽培団地等の状況（栽培面積、結果樹面積、栽培地域等） について記入してください。
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・

【 ２ 】 入れ目率・減耗量等について

〇　「入れ目」とは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入
　れることをいい、入り目、余マスなどとも言われます。 平均的な入
　れ目率を記入してください。 例えば、出荷荷姿が100kgですが、
　101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。
〇　「減耗量等」は集荷後、腐敗や長期貯蔵によって出荷するまで
　に生じた目減り数量及び種子用、飼料用に販売した数量を記入し
　てください。

作物名

春植え
ばれいしょ

前年産

本年産

入れ目
率

減耗量等

％ ㎏

・

うち加工向け

記入上の注意
○ 主たる収穫・出荷期間は、北海道は９月から10月まで、都府県は４月から８月までですが、
この期間以降に出荷を予定している量も含めて記入してください。

○ 作付面積の単位は「ha」とし、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の結果は「0.0」と
記入してください。

○ 作付面積及び出荷量には種ばれいしょを含めないでください。
○ 出荷量の「うち加工向け」はでんぷん原料用及び加工食品用です。

春植え
ばれいしょ

前年産 ha ｔ ｔ

本年産

調査票コード

令 和　　　年 産

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。

○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

記入例

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は一番左のマスに
まとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

秘 a統計法に基づく基幹統計a
年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

農林水産省 作　物　統　計

記入例

【 １ 】 貴団体で集荷している春植えばれいしょの作付面積及び出荷量について

作物名 作付面積 出荷量

別記様式第10号

野菜作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

【問い合わせ先】

春植えばれいしょ用

３６１１ ８９

裏面に進んでください。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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【 ４ 】 作柄及び被害の状況について

　貴団体において、貴団体に出荷されない管内の作付団地等の状況（作付面積、作付地域
等）を把握していれば記入してください。

　主な増減地域と増減面積について記入してください。

　作付面積の主な増減要因について記入してください。

【 ３ 】 作付面積の増減要因等について

　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の

点線をなぞってください。

多 高温 低温
日照
不足

多雨

被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 少雨 台風 病害 虫害
鳥獣
害

その
他

並

　被害以外の増減要因（品種、栽培方法などの変化）があれば、記入してください。

春植えばれいしょ

作物名

作柄の良否

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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★

年　産 都道府県

別記様式第11号
秘

農林水産省

a統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計
調査票コード

令 和　　　年 産

野菜作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように点線をなぞってください。

次のページに進んでください。

記入例

記入上の注意
○ 「作付面積」は、は種又は植付けし、発芽又は定着した作物の利用面積を記入してください。単位は「ha」とし、
小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と記入してください。

○ 「出荷量」には、種子用や飼料用として出荷した量は含めません。
○ 「加工向け」は、加工場や加工を目的とする業者へ出荷した量を記入してください。
○ 「業務用向け」は、飲食店、学校給食、ホテルや総菜等を含む外食産業や中食産業に出荷した量を記入してください。
〇　「入れ目」とは、出荷の際に表示されている数量よりも多めに入れることをいい、入り目、余マスなどとも言われます。
　　平均的な入れ目率を記入してください。例えば、出荷荷姿が100kgですが、101kg程度にして出荷している場合は、1.0％と記入してください。）
○ 「減耗量等」は集荷後、腐敗や長期貯蔵によって出荷するまでに生じた目減り数量及び種子用、飼料用に販売した数量を記入してください。

【 １ 】　貴団体で集荷している作付面積及び出荷量について

管理番号 市区町村 客体番号

記入例

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

３６１１ ８９
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本年産

前年産

・

・

本年産

前年産

・

・

前年産

・本年産

【 １ 】　貴団体で集荷している作付面積及び出荷量について（続き）

品目名 主たる収穫
・出荷期間

区分 作付面積 出荷量 入れ目率 減耗量等
品目コード うち加工向け うち業務用向け

前年産 ha ｔ ｔ ｔ ％ ㎏

本年産 ・ ・

・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・

前年産

本年産 ・

・

前年産

本年産 ・

・

・

前年産

本年産

・

・

・
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入れ目率 減耗量等
品目コード うち加工向け うち業務用向け
品目名 主たる収穫

・出荷期間
区分 作付面積 出荷量

ｔ ％ ㎏

本年産

前年産 ha ｔ ｔ

・ ・

本年産

前年産

・

本年産

前年産

・

・・

・本年産

前年産

前年産

・

・本年産

本年産

前年産

・ ・

前年産

・本年産

本年産

・

前年産

前年産

・

・

・

・

・

本年産 ・

本年産

前年産

本年産

前年産

・

・

・

本年産

前年産

・

・

本年産

前年産

・

・

本年産

前年産

・

本年産

前年産

・

次のページに進んでください。

【 １ 】　貴団体で集荷している作付面積及び出荷量について（続き）

・・
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作付面積 出荷量 入れ目率 減耗量等

％ ㎏

本年産

前年産

・

・

　主な品目ごとの増減地域と増減面積について記入してください。

　主な品目ごとの生育、作柄及び被害状況について記入してください。

【 ２ 】 作付面積、生育、作柄及び被害の状況について

　主な品目ごとの作付面積の増減要因について記入してください。

【 １ 】　貴団体で集荷している作付面積及び出荷量について（続き）

品目名 主たる収穫
・出荷期間

区分

・

本年産

前年産

前年産 ha ｔ ｔ ｔ
品目コード うち加工向け うち業務用向け

本年産

前年産

・・

本年産

前年産

・・

前年産

・・

本年産

・本年産

前年産

・

・本年産

・

・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

前年産

本年産 ・ ・

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。 69



野菜作付面積調査・収穫量調査調査票（団体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。

○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

★ 数字は、１マスに１つずつ、枠からはみ出さないように右づめで
記入してください。

記入例

調査票 枚目のうち 枚目

★ マスが足りない場合は、一番左
のマスにまとめて記入してください。

秘 a統計法に基づく基幹統計
年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

農林水産省 作　物　統　計

記入例

令 和　　　年 産

別記様式第12号

調査票コード

１１２３

４５６７８９
すきまをあける

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

指定産地（市町村）用

０

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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【 １ 】　貴団体で集荷している市町村別の作付面積及び出荷量について

主たる収穫
・出荷期間

作付面積 出荷量
市町村名品目名 指定産地名

本年
・

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

・

・

前年

・

前年

本年

・

前年

本年

前年

本年

区分
コード コード コード

前年

本年

前年

本年
・

前年

本年
・

本年

前年

本年
・

前年

本年
・

記入上の注意
○ その品目の指定産地が存在する市町村について、指定産地の内外にかかわらず記入してください。
○ 「作付面積」は、は種又は植付けし、発芽又は定着した作物の利用面積を記入してください。単位は
「ha」と
     し、小数点第一位（10a単位）まで記入してください。0.05ha未満の場合は「0.0」と記入してください。
○ 「作付面積」及び「出荷量」には、種子用や飼料用は含めません。
○ トマトには、ミニトマトを含めてください。

ha ｔ
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【 １ 】　貴団体で集荷している市町村別の作付面積及び出荷量について（続き）

主たる収穫
・出荷期間

作付面積 出荷量
品目名 指定産地名 市町村名

区分
コード コード コード

本年

前年

・

前年

本年

前年

・

本年

・

前年

・

前年

本年

前年

・

本年

本年

前年

本年

前年

前年

・

本年

前年

本年

・

・

前年

・

・

前年

本年

・

・

本年

前年

本年

本年

前年

前年

本年

次のページに進んでください。

本年

・

・

・

ha ｔ
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【 １ 】　貴団体で集荷している市町村別の作付面積及び出荷量について（続き）

・

前年

・

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

・

前年

本年

前年

本年
・

前年

本年
・

本年

前年

本年

前年

本年
・

品目名 指定産地名 市町村名
区分

コード コード コード

主たる収穫
・出荷期間

作付面積 出荷量

・

前年

本年

ha ｔ

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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 記入する作付（収穫）面積の単位の点線をなぞって選択してください。

【 １ 】 　貴団体で集荷している作付（収穫）面積及び出荷量について

　記入上の注意
○ 本年の１月から12月までに出荷したものについて、記入してください。
○ 「作付（収穫）面積」は、被害等で出荷できなかった面積も含めてください。

また、１年間のうち、同じほ場に２回以上作付けした場合や２段以上のベッド（棚）で栽培した場合、
　　その延べ面積としてください。
○ １ａ（歩、㎡）、1,000本（鉢、球）に満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、４00本→「０」、0.5ａ、500本→「１」）

品目名
本年（1月～12月） 前年（１～12月）

品目コード

ａ(畝) 歩(坪) ㎡

千本 千本

秘 a統計法に基づく基幹統計

令 和　　　年 産

農林水産省 作　物　統　計

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

花き作付面積調査・出荷量調査調査票（団体用）

作付（収穫）面積 作付(収穫)
面積

出荷量

切り花類

裏面に進んでください。

年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

別記様式第13号

調査票コード

記入例

記入例

出荷量

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

１１ ５６８９ ３

ご記入いただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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【 １ 】 　貴団体で集荷している作付（収穫）面積及び出荷量について（続き）

品目名
本年（1月～12月）

千本

千球

鉢もの類

千鉢

花壇用苗もの類

【２】　作付(収穫)面積の増減理由、生育及び被害の発生状況等について

千本 千本

千本

前年（１～12月）

品目コード 作付（収穫）面積 出荷量
作付(収穫)

面積
出荷量

＜切り花類続き＞

千球

千鉢

生育、作柄、被害の発生状況等について記入してください。

作付(収穫)面積の主な増減理由について記入してください。

球根類

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
75



別記様式第14号

調査票コード

　　畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

令 和　　　年 産

調査区

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

経営体

記入例

管理番号 市区町村 旧市区町村 農業集落

【 １ 】 本年の生産の状況について 【 ２ 】 来年以降の作付予定について

本年、作付けを行った

本年、作付けを行わなかった

来年以降、作付予定がある

　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

・本年作付けを行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年作付けを行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

来年以降、作付予定はない

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

都道府県

今のところ未定

記入例

秘

農林水産省

年産

統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

陸稲用

１１ ５６８９ ３

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。
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ｔｔ

合計
農協以外の
集出荷団体作物名

陸稲

市場

ha
(畝）

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家用等の量について
　本年産の作付面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

作付面積
（借入地を含む。）

収穫量

記入上の注意
○ 陸稲品種を田に作付けしたものは除きます。水稲品種を畑に作付けしたものは陸稲に含めますが、
計画的にかんがいを行い栽培するものは除きます。

○ 「作付面積」は、被害等で収穫できなかった面積（収穫量のなかった面積）も含めてください。
また、１年間のうち、同じほ場に複数回作付けした場合（収穫後、同じ作物を新たに植えた場合）は、
その延べ面積としてください。

○ 「収穫量」は、「俵」、「袋」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。
（例：30㎏紙袋で150袋出荷した場合→4,500㎏と記入）

○ 「出荷量」は、共同出荷、直売所への出荷、個人販売など、販売先を問わず、販売した全ての量を
含めてください。また、販売する予定で保管されている量も「出荷量」に含めてください。

○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）

○ 「自家用、無償の贈与、種子用等の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、
翌年産の種子用にするもの、収穫後、販売する意図で出荷するまでに一度倉庫などで保管していた
ものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなったものなどを指します。

○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入して
ください。
 「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などを

  いいます。
 「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

(反）

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）

【 ５ 】 作柄及び被害の状況について

自家用、
 無償の贈与、
 種子用等の量

㎏㎏
(町）

a

作物名

加工業者
直売所・
消費者へ
直接販売

農協 その他

【 ４ 】 出荷先の割合について

陸稲
％

100%
％ ％ ％ ％

作物名
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 多 高温 低温
日照
不足

多雨 少雨 台風 病害 虫害

陸稲

　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

鳥獣
害

その
他

％

〇 記入した出荷

量について該当

する出荷先に出

荷した割合を記

入してください。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、作付けを行った方のみ記入してください。
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経営体調査区

令 和　　　年 産

畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

記入例

　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

都道府県

今のところ未定

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

本年、作付けを行った

本年、作付けを行わなかった

来年以降、作付予定がある

【 １ 】 本年の生産の状況について 【 ２ 】 来年以降の作付予定について

管理番号 市区町村 旧市区町村 農業集落

記入例

・本年作付けを行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年作付けを行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

来年以降、作付予定はない

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

別記様式第15号

調査票コード

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

秘

農林水産省

統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計

年産

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

小麦（子実用）、二条大麦（子実用）、六条大麦（子実用）、はだか麦（子実用）、

大豆（乾燥子実）、そば、かんしょ用

１１ ５７８９ ３
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100%
％ ％ ％ ％ ％ ％

％

収穫量

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）(町） (反） (畝）

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家用等の量について
○本年産の作付面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

(町）

作物名

(反）

％

㎏㎏ ｔｔa

合計

【 ４ 】 出荷先の割合について

農協以外の
集出荷団体作物名 市場加工業者

直売所・
消費者へ
直接販売

農協 その他

ha

100%
％ ％％ ％ ％

その
他

100%

　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

％ ％ ％ ％ ％

【 ５ 】 作柄及び被害の状況について

作物名
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 多 高温 低温
日照
不足

多雨 少雨 台風 病害 虫害
鳥獣
害

作付面積
（借入地を含む。） うち田 自家用、

 無償の贈与、
 種子用等の量(畝）

記入上の注意
○ 「作付面積」及び「うち田」は、被害等で収穫できなかった面積（収穫量のなかった面積）も含めて、
記入してください。また、１年間のうち、同じほ場に複数回作付けした場合（収穫後、同じ作物を新たに
植えた場合）は、その延べ面積としてください。

○ 「収穫量」は、「俵」、「袋」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。
（例：30㎏紙袋で150袋出荷した場合→4,500㎏と記入）

○ 「出荷量」は、共同出荷、直売所への出荷、個人販売など、販売先を問わず、販売した全ての量を
含めてください。また、販売する予定で保管されている量も「出荷量」に含めてください。

○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）

○ 「自家用、無償の贈与、種子用等の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、
翌年産の種子用にするもの、収穫後、販売する意図で出荷するまでに一度倉庫などで保管していた
ものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなったものなどを指します。

○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入して
ください。
 「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などを

  いいます。
 「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

ha a

〇 記入した出荷量について該当する出荷

先に出荷した割合を記入してください。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、作付けを行った方のみ記入してください。
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本

別記様式第16号

経営体

本年、作付け（栽培）を行わなかった

　本年の作付（栽培）状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

【 １ 】 本年の生産の状況について 【 ２ 】 来年以降の作付（栽培）予定について

　来年以降の作付（栽培）予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

秘

農林水産省

a統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計

　飼料作物作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

年産

令 和　　　年 産

農業集落 調査区都道府県 管理番号

記入例

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

本年、作付け（栽培）を行った

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

市区町村 旧市区町村

来年以降、作付（栽培）予定がある

来年以降、作付（栽培）予定はない

今のところ未定

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、

その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。
○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

記入例

・本年作付け（栽培）を行った方は、【 ３ 】（次のページ）に進んでください。

・本年作付け（栽培）を行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

ーー

調査票コード

1

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

１１ ５６８９ ３

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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【 ３ 】 飼料作物の作付（栽培）面積について

　本年産の作付（栽培）面積について記入してください。

(町）(反） (畝）
ha a

次のページ【４】及び最後のページ【７】について、記入してください。

ーー

(町）(反）
ha

(畝）
a

うち田
作付（栽培）面積
（借入地を含む。）

以降の収穫量に係る調査対象品目について

牧草

青刈りとうもろこし

ソルゴー

　以下の【４】以降の設問については、〇を付している作物について記入してください。

最後のページの【５】及び【７】について、記入してください。

最後のページの【６】及び【７】について、記入してください。

2

記入上の注意
○ 「作付（栽培）面積」には、牧草専用地、田や畑のほか農地以外での栽培など、牧草の栽培に利用した全ての

面積を記入してください。
○ 同じ土地で複数回牧草を収穫した場合であっても、「作付（栽培）面積」は、収穫した延べ面積ではなく、実際

の面積（実面積）を記入してください。
○ 牧草とは次のようなものをいいます。

（いね科牧草）
イタリアンライグラス、ハイブリッドライグラス、ペレニアルライグラス、トールフェスク、メドーフェスク、

オーチャードグラス、チモシー、レッドトップ、バヒアグラス、ダリスグラス、ローズグラス、リードカナリグラス、
スーダングラス、テオシント、その他いね科牧草（ブロームグラス類、ホイートグラス類、ブルーグラス類等）
（豆科牧草）

アルファルファ、クローバー類、セスバニア、その他豆科牧草（ベッチ類、ルーピン類、レスペデザ類等）
○ 飼料用稲、ＷＣＳ用稲、えん麦、らい麦、大豆等の青刈り作物は牧草には含まれませんのでご注意ください。

本年、作付け（栽培）を行った方のみ記入してください。
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㎥

記入上の注意
○ 刈取り時期ごとの収穫量を記入の上、「収穫量計」の

欄に合計を記入してください。（刈取り時期ごとに分から
ない場合は、「収穫量計」のみに記入してください。）

ラッピング２番刈り

サイロの容積
㎥

充足率
％

ｔ kg

サイロの容積

ｔ kg

４番刈り
ｔ kg

３番刈り

＜固定サイロを用いている場合＞

＜簡易サイロを用いている場合＞

梱包

【 ４ 】 牧草について

kgｔ kg

１　収穫量が重量（生重量）で分かる場合 ２　生重量で分からない場合

個数（個）
１個当たりの

おおよその重量

＜ラッピング又は梱包を行っている場合＞
収穫量計

 記入上の注意
○ ラッピングマシーンを用いている場合は、「ラッピング」欄にラッピング個数及び１個当たりの重量を記入して

ください。
○ 乾燥後､梱包を行っている場合は､「梱包」欄に梱包個数及び１個当たりの重量を記入してください。
○ 固定サイロとは、塔型サイロ（タワーサイロ）、バンカーサイロなど四方を構築物で固められたものをいいます。

なお、「充足率」は、固定サイロの容積に対する本年の利用割合を記入してください。
○ 簡易サイロを利用した場合は、使用した全てのサイロの容積の合計を記入してください。

kg

次のページに進んでください。

3

ｔ

ーー

　どちらか分かる方で本年産の収穫量について記入してください。

１番刈り
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記入上の注意
○ 固定サイロとは、塔型サイロ（タワーサイロ）、バンカー

サイロなど四方を構築物で固められたものをいいます。
なお、「充足率」は、固定サイロの容積に対する本年

　の利用割合を記入してください。
○ 簡易サイロとは、スタックサイロ、バキュームサイロ、

バッグサイロなど固定式以外のものをいいます。
　　また、Ｌ字型バンカーサイロなど固定式でないものは
　簡易サイロに含めてください。
　　なお、簡易サイロを利用した場合は、使用した全ての

サイロの容積の合計を記入してください。
○ ラッピングマシーンを用いている場合は、「ラッピング」

欄にラッピング個数及び１個当たりの重量を記入してく
ださい。

記入上の注意
○ 固定サイロとは、塔型サイロ（タワーサイロ）、バンカー

サイロなど四方を構築物で固められたものをいいます。
なお、「充足率」は、固定サイロの容積に対する本年

　の利用割合を記入してください。
○ 簡易サイロとは、スタックサイロ、バキュームサイロ、

バッグサイロなど固定式以外のものをいいます。
　　また、Ｌ字型バンカーサイロなど固定式でないものは
　簡易サイロに含めてください。
　　なお、簡易サイロを利用した場合は、使用した全ての

サイロの容積の合計を記入してください。
○ ラッピングマシーンを用いている場合は、「ラッピング」

欄にラッピング個数及び１個当たりの重量を記入してく
ださい。

ソルゴー

青刈りとうもろこし

牧草

【 ７ 】 作柄及び被害の状況について
   前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

作物名
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 多 高温 低温
日照
不足

％

多雨 少雨 台風 病害

kg

　どちらか分かる方で本年産の収穫量について記入してください。

１　収穫量が重量（生重量）で分かる場合 ２　生重量で分からない場合

充足率

㎥

＜ラッピングを行っている場合＞

個数（個）
１個当たりの

おおよその重量

虫害
鳥獣
害

その
他

ラッピング

収穫量
＜固定サイロを用いている場合＞ｔ kg

サイロの容積
㎥

＜簡易サイロを用いている場合＞

サイロの容積

＜簡易サイロを用いている場合＞

サイロの容積
㎥

＜ラッピングを行っている場合＞

個数（個）
１個当たりの

おおよその重量

ラッピング
kg

充足率
％

　どちらか分かる方で本年産の収穫量について記入してください。
【 ５ 】 青刈りとうもろこしについて

㎥
収穫量

kg

サイロの容積

ｔ

【 ６ 】 ソルゴーについて

１　収穫量が重量（生重量）で分かる場合 ２　生重量で分からない場合

＜固定サイロを用いている場合＞

ーー4

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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本

記入例

記入例

・本年作付けを行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年作付けを行わなかった方はここで終了となりますので、
　　 　調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

本年、作付けを行わなかった

今のところ未定

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

来年以降、作付予定はない

令 和　　年産

農業集落

【 ２ 】 来年以降の作付予定について

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

畑作物作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

都道府県 旧市区町村管理番号 経営体調査区

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

調査票コード

本年、作付けを行った 来年以降、作付予定がある

【 １ 】 本年の生産の状況について

別記様式第17号

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

秘

農林水産省

統計法に基づく基幹統計

作物統計

年産 市区町村

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

なたね（子実用）用

１１ ５６８９ ３

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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なたね

作物名
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 多 高温 低温
日照
不足

多雨 少雨 台風 病害 虫害
鳥獣
害

その
他

 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

【 ５ 】作柄及び被害の状況について

％ ％ ％ ％ ％ ％

作物名 製油業者
直売所・
消費者へ
直接販売

農協以外の
集出荷団体

農協 その他 合計

100%なたね

なたね

(畝）
ha a ｔ ㎏ ｔ

(反）

　本年産の作付面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

(町）

【 ３ 】作付面積、出荷量及び自家用等の量について

記入上の注意
〇　子実用（食用として搾油するもの）のみの作付面積及び収穫量を記入してください。
　　 工業用に搾油するもの、菜花や花菜などの野菜として収穫するもの、青刈りするもの、緑肥としてすき込む
　 ものなどはいずれも含めないでください。
○ 「作付面積」は、被害等で収穫できなかった面積（収穫量のなかった面積）も含めてください。

また、１年間のうち、同じほ場に複数回作付けした場合（収穫後、同じ作物を新たに植えた場合）は、その
　延べ面積としてください。
○ 「収穫量」は、「俵」、「袋」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。

（例：30㎏紙袋で150袋出荷した場合→4,500㎏と記入）
○ 「出荷量」は、共同出荷、直売所への出荷、個人販売など、販売先を問わず、販売した全ての量を含めて
ください。また、販売する予定で保管されている量も「出荷量」に含めてください。

○ 製油業者に委託し、なたね油を現物で受け取った場合は、なたねの子実に換算した重量を出荷量、自家
用等の数量別に記入してください。

○ 「自家用、無償の贈答用、種子用等の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、
翌年産の種子用にするもの、収穫後、販売する意図で出荷するまでに一度倉庫などで保管していた
ものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなったものなどを指します。

○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）

○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。
「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

㎏

市場

【 ４ 】出荷先の割合について

作物名
作付面積

（借入地を含む。）

収穫量

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）

自家用、
無償の贈答用、
種子用等の量

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、作付けを行った方のみ記入してください。

〇 記入した出荷

量について該当

する出荷先に出

荷した割合を記

入してください。
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本

その他
かんきつ類

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

来年以降、栽培予定はない本年、栽培を行わなかった

今のところ未定

【 １ 】 本年の栽培状況について 【 ２ 】 来年以降の栽培予定について

本年の栽培状況について教えてください。
必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

来年以降の栽培予定について教えてください。
必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

本年、栽培を行った 来年以降、栽培予定がある

調査対象の作物（農林水産省職員があらかじめ記入しております。）

みかん １　「みかん」に○がある方は、みかんの設問について記入してください。

その他かんきつ類
（みかん以外の全てのかんきつ類）

２　「その他かんきつ類」に○がある方は、その他かんきつ類の設問について
　記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。 記入例

統計法に基づく基幹統計

都道府県

みかん
その他

かんきつ類
みかん

農業集落市区町村 旧市区町村 調査区 経営体

　　果樹作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

作　物　統　計

令 和　　　年 産

別記様式第18号
秘

調査票コード

・本年、栽培を行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください

・本年、栽培を行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。
御協力ありがとうございました。

農林水産省

年産 管理番号

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

１１ ５６８９ ３

みかん・その他かんきつ類用
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(畝）

市場
農協以外の
集出荷団体

農協 その他
自家用、

無償の贈与

台風 病害 虫害 鳥獣害 その他

　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

品目
作柄の良否 被害の多少

み か ん 計

主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並 低温
日照
不足

多雨 少雨多 高温

１ ０ ０ ％

【 ５ 】 作柄及び被害の状況について　（「みかん」のみ）

み か ん 計

１ ０ ０ ％

【 ４ 】 出荷先の割合について　（「みかん」、「その他かんきつ類」）

極 早 生 み か ん

 「みかん計」で記入した出荷量について、該当する出荷先に出荷した割合を記入してください。
　「その他かんきつ類」で記入した栽培面積で収穫した収穫量について、該当する出荷先に出荷した割合、自家用等の
割合を記入してください。

その他かんきつ類

　　「その他かんきつ類」のみの方は、ここで終了となります。

普 通 温 州

品目 加工業者
直売所・
消費者へ
直接販売

合計

み か ん 計

ハ ウ ス み か ん

早 生 温 州

(町）(町）

【 ３ 】 栽培面積、結果樹面積、出荷量及び自家用等の量について（「みかん」、「その他かんきつ類」）

品目

栽培面積
収穫量

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）

自家用、
無償の贈与の量

ha a ｔha a
(反） (畝）

㎏
(反）

結果樹面積

　本年産の栽培面積、結果樹面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

㎏ ｔ

その他かんきつ類

 記入上の注意
○ 「その他かんきつ類」は、みかん以外の全てのかんきつ類を含みます。
○ 「栽培面積」は、調査対象となっている果実を栽培している面積（本年産の果実を収穫しなかった面積を含む。）
を記入してください。

○ 「結果樹面積」は、栽培面積のうち、本年産の果実を収穫をするために結果させた面積を記入してください。
○ 「出荷量」は、共同出荷、農協や市場へ出荷したものや、消費者に直接販売したものなど、販売した全ての量を
記入してください。「箱」、「袋」、「ｔ」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。

 　　（例：10㎏箱で150箱出荷した場合→1,500㎏と記入）
○ 「自家用、無償の贈与の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、収穫後、販売する意図で
出荷するまでに一度倉庫などで保管していたものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなったものなどを
指します。

○ ジャム、ドライフルーツなどの加工品として出荷した場合は、加工前の生重量に換算して記入してください。
○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。

（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）
○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について、該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。

「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

○ みかん計＝早生温州＋普通温州 となるように記入してください。また、ハウスみかんや極早生みかん以外の早生
温州を栽培している場合には、早生温州＝ハウスみかん＋極早生みかんとならなくてもかまいません。

　　　 【収穫時期の目安】
早生温州（９月～11月） ・ ハウスみかん（４月～７月） ・ 極早生みかん（９月） ・ 普通温州（11月～12月）

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、栽培を行った方のみ記入してください。

％

（借入地を含む。） （借入地を含む。）

％ ％ ％ ％ ％ ％
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本

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

【 １ 】 本年の栽培状況について 【 ２ 】 来年以降の栽培予定について

本年、栽培を行った

本年、栽培を行わなかった

記入例

　本年の栽培状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

　　  果樹作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

農業集落 調査区

調査票コード

経営体

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

来年以降、栽培予定がある

　来年以降の栽培予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

記入例

来年以降、栽培予定はない

今のところ未定

令 和　　　年 産

秘

都道府県 管理番号 市区町村

農林水産省

年産

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

旧市区町村

統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計

別記様式第19号

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

・本年、栽培を行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年、栽培を行わなかった方はここで終了となりますので、
　　 　調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

１１ ５６８９ ３

〇〇〇用
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○ 「品目ごとの注意事項」

ha
(町） (反）

少雨 台風 鳥獣害

１００％

その他病害 虫害並 悪 少 並 多 高温 低温
日照
不足

多雨

１００％

農協
直売所・
消費者へ
直接販売

農協以外の
集出荷団体

合計

収穫量

 記入上の注意
○ 「栽培面積」は、調査対象となっている果実を栽培している面積（本年産の果実を収穫しなかった面積を含む。）

を記入してください。
○ 「結果樹面積」は、栽培面積のうち、本年産の果実を収穫をするために結果させた面積を記入してください。
○ 「出荷量」は、共同出荷、農協や市場へ出荷したものや、消費者に直接販売したものなど、販売した全ての量を

記入してください。「箱」、「袋」、「ｔ」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。
（例：10㎏箱で150箱出荷した場合→1,500㎏と記入）

○ 「自家用、無償の贈与の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、収穫後、販売する意図で
出荷するまでに一度倉庫などで保管していたものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなったものなどを
指します。

○ ジャム、ドライフルーツなどの加工品として出荷した場合は、加工前の生重量に換算して記入してください。
○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。

（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）
○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について、該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。

「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

結果樹面積
（パインアップルは収穫面積）

栽培面積

市場

【 ５ 】 作柄及び被害の状況について
　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

品目
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

良

(町） (反） (畝）
ha a

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）(畝）

㎏

【 ３ 】 栽培面積、結果樹面積、出荷量及び自家用等の量について

　本年産の栽培面積、結果樹面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

㎏

品目
自家用、

無償の贈与の量

ｔ

【 ４ 】 出荷先の割合について

品目 加工業者

　記入した出荷量について、該当する出荷先に出荷した割合を記入してください。

その他

a ｔ

１００％

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、栽培を行った方のみ記入してください。

％ ％ ％ ％ ％％

（借入地を含む。） （借入地を含む。）
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本

秘 都道府県 管理番号 市区町村 経営体

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

農林水産省

　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

旧市区町村a統計法に基づく基幹統計

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

本年、作付けを行った 来年以降、作付予定がある

調査区

野菜作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

【 １ 】 本年の生産の状況について 【 ２ 】 来年以降の作付予定について

来年以降、作付予定はない本年、作付けを行わなかった

今のところ未定

調査票コード

農業集落

記入例

令 和　　　年 産

作　物　統　計

別記様式第20号

・本年作付けを行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年作付けを行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消
し、
　その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。
○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

３５６８９１１

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

春植えばれいしょ用

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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春植えばれいしょ

自家用、
 無償の贈与、
 種子用等の量(反） (畝）

作付面積
収穫量

出荷量
（販売した量及び販売
目的で保管している量）

【 ４ 】 出荷先の割合について

ｔ ㎏ ｔa
(町）

鳥獣
害

その
他

作物名 合計

【 ５ 】 作柄及び被害の状況について
　 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

多 高温 低温
日照
不足

多雨 少雨 台風 病害 虫害

主な被害の要因（複数回答可）

良 並 悪 少 並

春植えばれいしょ

作物名
作柄の良否 被害の多少

記入上の注意
○ 「作付面積」は、被害等で収穫できなかった面積（収穫量のなかった面積）も含めてください。

また、１年間のうち、同じほ場に複数回作付けした場合（収穫後、同じ作物を新たに植えた場合）　は、その
　延べ面積としてください。
○ 「収穫量」は、「箱」、「袋」、「ｔ」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。

（例：10㎏箱で150箱出荷した場合→1,500㎏と記入）
○ 「出荷量」は、農協や市場へ出荷したものや、消費者に直接販売したものなど、販売した全ての量を含めて
ください。また、販売する予定で保管されている量も「出荷量」に含めてください。
　なお、種子用のばれいしょは出荷量に含めないでください。

○ 「自家用、無償の贈与、種子用等の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、翌年
産の種子用にするもの、収穫後に販売する意図で出荷するまでに一度倉庫などで保管していたものの、保
管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなった量などを指します。

○ 北海道は、９月～10月に主に収穫、出荷したものについて記入してください。
なお、９月以前に出荷した量、又は10月以降に出荷が予定されている場合はその量も出荷量に含めてください。
都府県は、４月～８月に主に収穫、出荷したものについて記入してください。

○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）

○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。
「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家用等の量について

○本年産の作付面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

㎏

作物名

ha

100%春植えばれいしょ

加工業者
直売所・
消費者へ
直接販売

市場
農協以外の
集出荷団体 農協 その他

％ ％ ％ ％ ％ ％

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

本年、作付けを行った方のみ記入してください。

〇 記入した出荷

量について該当

する出荷先に出

荷した割合を記

入してください。
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令

　野菜作付面積調査・収穫量調査調査票（経営体用）

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

来年以降、作付予定がある

今のところ未定

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

農業集落 調査区 経営体

調査票コード

a統計法に基づく基幹統計

作　物　統　計

来年以降、作付予定はない

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。 記入例

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

記入例

本年、作付けを行った

本年、作付けを行わなかった

【１】本年の生産状況の確認で
・ 本年作付けを行った方は、【 ３ 】（次
のページ）に進んでください。
・ 本年作付けを行わなかった方はここ
で終了となりますので、調査票を提出し
ていただくようお願いします。
　　御協力ありがとうございました。

【 １ 】 本年の生産の状況について 【 ２ 】 来年以降の作付予定について
　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

別記様式第21号

令 和　　　年 産

農林水産省
年　産秘

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

都道府県 管理番号 市区町村 旧市区町村

１１９８６５３

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

【問い合わせ先】

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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記入上の注意
○ 「作付面積」は、被害等で収穫できなかった面積（収穫量のなかった面積）も含めてください。

また、１年間のうち、同じほ場に複数回作付けした場合（収穫後、同じ作物を新たに植えた場合）は、その延べ面積としてください。
○ 「収穫量」は、「箱」、「袋」、「ｔ」等で把握されている場合は、「kg」に換算して記入してください。
（例：10㎏箱で150箱出荷した場合→1,500㎏と記入）

○ 「出荷量」は、農協や市場へ出荷したものや、消費者に直接販売したものなど、販売した全ての量を含めてください。
また、販売する予定で保管されている量も「出荷量」に含めてください。

○ 「自家用、無償の贈与、種子用等の量」は、ご家庭で消費したもの、無償で他の方にあげたもの、翌年産の種子用にするもの、収穫後に
販売する意図で出荷するまでに一度倉庫などで保管していたものの、保管中の病虫害や腐敗等により出荷できなくなった量などを指します。

○ １ａ、１kgに満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。
（例：0.4ａ、0.4kg以下→「０」、0.5ａ、0.5kg以上→「１」と記入）

○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。
「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパーなどを含みます。

○ 「主な被害の要因」は被害があった場合に記入してください。
（例：「高温」、「低温」、「日照不足」、「多雨」、「少雨」、「台風」、「病害」、「虫害」、「鳥獣害」、「その他」）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

加工業者
外食産業
等の業者

直売所・
消費者へ
直接販売

市場
農協以外
の集出荷

団体
農協 その他

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家用等の量について

○本年産の作付面積、出荷量及び自家用等の量について記入してください。

品目名
主たる収穫
・出荷期間

作付面積
収穫量 　　出荷先の割合 被害の多少

主な
被害の
要因(町)(反)(畝)

ha a t kg t
少 並 多

出荷量
(販売した量及び販売目的

で保管している量)

自家用、
無償の贈与、
種子用等の量

kg

品目コード

本年、作付けを行った方のみ記入してください。

（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）
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加工業者
外食産業
等の業者

直売所・
消費者へ
直接販売

市場
農協以外
の集出荷

団体
農協 その他品目コード

次のページに進んでください。

ha a t kg t kg

主な
被害の
要因

出荷量
(販売した量及び販売目的

で保管している量)

自家用、
無償の贈与、
種子用等の量

品目名
主たる収穫
・出荷期間

作付面積
収穫量 　　出荷先の割合 被害の多少

少 並 多(町)(反)(畝)

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家消費等の量について　（続き）

（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）
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直売所・
消費者へ
直接販売

市場
農協以外
の集出荷

団体
農協 その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

品目コード
(町)(反)(畝)

ha a t kg t

【 ３ 】 作付面積、出荷量及び自家消費等の量について　（続き）

品目名
主たる収穫
・出荷期間

作付面積
収穫量 　　出荷先の割合 被害の多少

主な
被害の
要因少 並 多

出荷量
(販売した量及び販売目的

で保管している量)

自家用、
無償の贈与、
種子用等の量

kg

加工業者
外食産業
等の業者

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）
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別記様式第22号

年 　産

令 和　　　年産

【 １ 】 本年の作付状況について

農業をやめたため、農作物を
作付け（栽培）する予定はない

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

　来年以降の作付予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

本年、作付けを行った 来年以降、作付予定がある

来年以降、作付予定はない本年、作付けを行わなかった

今のところ未定

記入例

秘 a統計法に基づく基幹統計 都道府県 管理番号 市区町村 農業集落旧市区町村 調査区 経営体

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。
○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、　その上に数値を記入してください。

（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。
○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

農林水産省 作　物　統　計

【 ２ 】 来年以降の作付予定について

【１】本年の生産状況の確認で
・ 本年作付けを行った方は、【 ３ 】
（次のページ）に進んでください。
・ 本年作付けを行わなかった方はこ
こで終了となりますので、調査票を提
出していただくようお願いします。
　　御協力ありがとうございました。

調査票コード

花き作付面積調査・出荷量調査調査票（経営体用）

記入例

　本年の作付状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

１１ ５６８９ ３

【問い合わせ先】

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。
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品目コード
品目名

出荷量
作付（収穫）

面積
（借入地を含む。）

歩(坪) ㎡記入する作付（収穫）面積の単位の点線をなぞって選択してください。

その他 少 並 多

ａ(畝)

【 ３ 】 作付（収穫）面積及び出荷量について

○本年産の作付（収穫）面積及び出荷量について該当する品目ごとに記入してください。

主な被害の
要因

被害の多少

千本

本年（１月～12月）

市場

出荷先の割合（％）　（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）

切り花類

記入上の注意
○ 本年の１月から12月までに出荷したものについて、記入してください。
○ 「作付（収穫）面積」は、被害等で出荷できなかった面積も含めてください。

また、１年間のうち、同じほ場に２回以上作付けした場合や２段以上のベッド（棚）で栽培した場合、その延べ面積としてください。
○ 「出荷量」は、共同出荷、農協や市場へ出荷したものや、消費者に直接販売したものなど、販売した全ての量を含めてください。
○ １ａ（歩、㎡）、1,000本（鉢、球）に満たない場合は四捨五入して整数単位で記入してください。

（例：0.4ａ、400本→「０」、0.5ａ、500本→「１」）
○ 「出荷先の割合」は、記入した「出荷量」について該当する出荷先に出荷した割合を％で記入してください。

「直売所・消費者へ直接販売」は、農協の直売所、庭先販売、宅配便、インターネット販売などをいいます。
「その他」は、仲買業者、スーパー、外食産業などを含みます。

〇　「主な被害の要因」は被害があった場合に記入してください。
　（例：「高温」、「低温」、「日照不足」、「多雨」、「少雨」、「台風」、「病害」、「虫害」、「鳥獣害」、「その他」）

農協以外
の集出荷

団体
農協加工業者

直売所・
消費者へ
直接販売

本年、作付けを行った方のみ記入してください。

％ ％ ％ ％ ％ ％

97



品目名
品目コード

作付（収穫）
面積

（借入地を含む。）

次のページに進んでください。

その他 少 並 多

主な被害の
要因

被害の多少

【 ３ 】 作付（収穫）面積及び出荷量について　（続き）

出荷量

出荷先の割合（％）　（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）

千本

加工業者
直売所・
消費者へ
直接販売

市場

本年（１月～12月）

＜切り花類の続き＞

農協以外
の集出荷

団体
農協

％ ％ ％ ％ ％ ％
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千本

鉢もの類

花壇用苗もの類

【 ３ 】 作付（収穫）面積及び出荷量について　（続き）

品目名
品目コード

球根類

作付（収穫）
面積

（借入地を含む。）

加工業者
直売所・
消費者へ
直接販売

市場
農協以外
の集出荷

団体
農協 その他 多

本年（１月～12月） 出荷先の割合（％）　（各出荷先の合計が100％となるようにしてください。）

出荷量

千鉢

千球

被害の多少

主な被害の
要因少 並

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。
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１　観察・聞き取り事項

MEMO

別記様式第23号

統計法に基づく基幹統計 水稲(予想)収穫量調査

作物統計 水稲作況標本(基準)筆調査票
秘

農林水産省

年 産
都道府県 管理番号 作柄表示地帯 作況階層 標本単位区 筆 通 し 番 号

西 暦

調 査 者
番 号

① ② ③

市町村
(筆所在地)

農林業センサスにおける基本指標番号 緯 度 経 度 標 高

旧市町村 農業集落 調査区 経営体 度 分 度 分 m

A B C D E

筆種類
地方設定コード 継

続

年

数

標
本
筆

基
準
筆

G H
① ②

F

品種 作期 栽植様式 農家の刈取り方法

自 脱 型
コンバイン
刈取り条数

筆 の
作付面積

手
刈
り

刈逃し筆

選 別 に 使 用
し て い る
ふ る い 目 幅

(品種名)
う
る
ち

も

ち

早

期

普

通

一
期
作

二
期
作

機
械
植
え

① ② ③

通
常

刈
逃
し

収
穫
皆
無

普
通
型

自
脱
型

手
植
え

ば
ら
植
え

直
ま
き

コンバイン バ
イ
ン
ダ
ー

②② ③ ④ a ⓪ ①④ ③ ④ ⑤ ⑥ ①
(コード)

① ②

統計法に基づく国の統計調

査です。調査票情報の秘密

の保護に万全に期します。
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２　栽植密度

*2

*2

*2

*2 *2

３　調査圃場の状況

筆通し番号

畝
幅
・
株
間
測
定

畝幅
(1)

けい間の長さ
cm

刈取り株数
株

Ⅰ

株間
(2)

株間の長さ
cm

1㎡当たり
株数(けい長)

株
(cm)

Ⅱ

Ⅲ

(7)
1 ㎡ 当 た り
株 数

10000
(5)×(6)

1 ㎡ 当 た り
け い 長

10000
(5)

平均 (5)
*1*2

(6)
*1*2

合計
(3) (4)

cm

1㎡当たり
換算率
(0.01)

1㎡当たり
けい長

60cm

(5)
*1
 =

 (3)
(6)

*1
 =

 (4) *2
小数点第１位まで記入すること

（（1）- 1 ）×調査箇所数 （（2）- 1 ）×調査箇所数

調査けいの選定 標 本 単 位 区 内
水 稲 作 付 筆 数

調査箇所の略図

全けい数 n =

第２調査けい けい

第３調査けい けい

けい
筆

第１調査けい けい

生育、登熟の特徴及びほ場の状況
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４　穂数・もみ数調査

*
小数点第１位まで記入すること

筆通し番号

箇

所

調

査

番

号

調

査

株

月 月

本 粒 粒 粒 粒本 本 本 粒 粒 本

日調査 番

号

調

査

株

全 穂 数
無 効
穂 数

有 効
穂 数

全 も み 数
全 穂 数

日調査 月 日調査

無 効
穂 数

有 効
穂 数

全 も み 数 不 稔 も み

最 高 穂 下 ･ ２ 最 高 穂 下 ･ ２ 最 高 位 下 ･ ２
本

1

2

1

2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10

小計 小計

Ⅰ

10

Ⅱ

1 1

3

2

3

2

5

4

5

4

7

6

7

6

9

8

9

8

小計

10

小計

10

1

2

1

2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

小計 小計

合計
(8) (9) (10) (11)

Ⅲ

合計

平均(M)

(13) (14) (15) (16)* (11)+(12)
20

(13)

(10) (11) (12)(12) (8) (9)

(18) (19) 100粒

平均(M)

(14) (15) (16)* (11)+(12)
20

(17) (18) (19) 100粒

1㎡当たり(M)×(7)
ただし

(19)=(16)×(18)

(17)
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５　刈取り調査

*

*

*

再選別後

*

*
小数点第１位まで記入すること

筆通し番号

刈取り日 月 日

①
刈取時の
倒伏程度

全倒伏 ①

半倒伏 ③

②
倒伏無し ⑤

刈

取

り

試

料

全 量
玄 米 千 粒 重
測 定

重量
*

粗 玄 米 重

1.70mm ふ る い 下 米 重
(7)×1000
刈取り株数計

玄 米 重 10a当たり換算率

％
規 格 外

刈取り方法

3㎡当たり
整数株刈り

①

調製方法

総合選別機

3㎡刈り ② 段ぶるい

g
縮 分 重 量

未 調 製 乾 燥 も み 重
g g

粒数
粒

②

玄 米 水 分
％

再 選 別 歩 合
等級

３等以上 ①

1.90mm

g g g g g g段 別
重 量 測 定

総量 2.20mm以上 2.10mm 2.00mm 1.95mm

1.85mm 1.80mm以上 1.75mm 1.70mm 底

g g g g g

1.90mm

g g g g g g段 別
重 量 測 定

総量 2.20mm以上 2.10mm 2.00mm 1.95mm

1.85mm 1.80mm以上 1.75mm 1.70mm 底

g g g g g
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別記様式第24号

調査票コード

・本年集荷（処理）を行った方は、【 ３ 】（裏面）に進んでください。

・本年集荷（処理）を行わなかった方はここで終了となりますので、
調査票を提出していただくようお願いします。

御協力ありがとうございました。

秘 a統計法に基づく基幹統計

令 和　　　年 産

　　茶収穫量調査調査票（団体用）

○ この調査票は、秘密扱いとし、統計以外の目的に使うことは絶対ありませんので、ありのままを記入してください。

○ 間違えた場合、鉛筆又はシャープペンシルは、消しゴムできれいに消してください。ボールペンは二重線で取り消し、
その上に数値を記入してください（多少枠線をはみ出しても大丈夫ですので、分かりやすく記入してください。）。

○ 調査及び調査票の記入に当たって、不明な点等がありましたら、下記の「問い合わせ先」にお問い合わせください。

農林水産省 作　物　統　計
年　産 都道府県 管理番号 市区町村 客体番号

本年、集荷（処理）を行わなかった 来年以降、集荷（処理）を行う予定はない

今のところ未定

記入例

【 １ 】 本年の集荷の状況 【 ２ 】 来年以降の集荷予定

　本年の集荷（処理）状況について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

本年、集荷（処理）を行った 来年以降、集荷（処理）を行う予定である

記入例

　来年以降の集荷（処理）予定について教えてください。
　必ず、該当する項目の点線を１つなぞってください。

★ 右づめで記入し、マスが足りない場合は
一番左のマスにまとめて記入してください。

★ 該当する場合は、記入例のように
点線をなぞってください。

統計法に基づく国の

統計調査です。調査

票情報の秘密の保護

に万全を期します。

記入していただいた調査票は、 月 日までに提出してください。

調査票の記入及び提出は、インターネットでも可能です。

詳しくは同封の「オンライン回答ガイド」を御覧ください。

【問い合わせ先】

１１ ５６８９ ３

104



【 ３ 】 貴工場で集荷している茶の生産量と摘採面積について

２　一番茶

kg kg

ha a
(町)  (反)  (畝)

ha a
(町)  (反)  (畝)

摘採実面積
前年産

前年産

本年産

前年産

本年産

 調査対象　（農林水産省職員があらかじめ記入しております。）

生葉集荷
（処理）量

※「年間計」とは、冬春番茶、秋冬番茶及び一番茶から四番茶までの合計です。

　記入上の注意
○ 本年産の貴工場における生葉の処理量及びそれに対応する摘採面積を茶期ごとの合計及び
うち一番茶について記入してください。

○ 整枝・せん定をかねて刈り取った茶葉についても、荒茶に加工（刈り番茶）される場合は、集荷量、
荒茶生産量及び摘採延べ面積に含めてください。

○ 摘採実面積は、各茶期で複数回同じ圃場を摘採しても、実際に摘採した面積を記入してください。
一方、摘採延べ面積は、各茶期で摘採した面積の合計を記入してください。

項目

ｔ ｔ

１　年間計にマークのある方は、「年間計」及び「うち一番茶」
　両方に記入してください。
２　一番茶にマークのある方は、「うち一番茶」のみ記入してください。

３　一番茶の調査をお願いした方は、再度年間計の調査をお願いする
　ことがあります。
　　その際は両方にマークがつきます。

１　年間計

少雨 台風

 前年産と比べた本年産の作柄の良否、被害の多少、主な被害の要因について該当する項目の点線をなぞってください。

【 ４ 】 作柄及び被害の状況について

摘採延べ面積
前年産

ha a
(町)  (反)  (畝)

本年産

茶期別
作柄の良否 被害の多少 主な被害の要因（複数回答可）

低温
日照
不足

多雨 病害 虫害
その
他

良 並 悪 少 並 多
凍霜
害

高温

年間計

一番茶

年間計 うち一番茶

本年産

荒茶生産量

※四番茶以降を摘採

した場合も同様の考

え方で記入してくださ

い。

調査はここで終了です。御協力ありがとうございました。

摘採実面積と

摘採延べ面積の

具体例

⼀番茶

三番茶

⼆番茶

各茶期の摘採⾯積の合計＝摘採延べ⾯積（50a）

未成園等により摘採
しなかった⾯積

実際に摘採した⾯積＝摘採実⾯積（20a）

摘採⾯積摘採しなかった⾯積

⼀番茶の
摘採⾯積
（20a）

20a

15a

15a ⼆番茶の
摘採⾯積
（15a）

三番茶の
摘採⾯積
（15a）
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作物統計調査の必要性等について 

 

 

１ 調査の目的・必要性 

作物統計調査は、作物統計（統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第４項に規定

する基幹統計）を作成することで、耕地及び作物の生産に関する実態を明らかにし、

農業行政の基礎資料を整備することを目的として毎年実施している調査である。 

調査等の結果は、国民生活の基礎である食料の安定供給の確保のための施策推進、

農業経営の安定に係る対策の推進、食料自給率の算定等に利用されるなど、我が国全

体の耕地面積、主要作物別の作付面積、収穫量等の実態を詳細にみる統計は他にはな

い。 

  

 【政府内において想定される主な利活用】 

〔区分〕 

■重要な政策の立案・実施・評価のための基礎資料 

■基幹統計など重要な統計作成への利用 

□国際機関への提供など国際比較上の利用 

■その他 

〔具体的な利活用〕 

① 食料・農業・農村基本計画（最新は令和７年４月 11 日閣議決定）における品目

ごとの生産量や作付面積等の KPI の設定及び検証等に利用 

② 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成６年法律第 113 号）に基づき

毎年策定されている「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」策定の基礎資

料 

③ 農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律（平成 18 年

法律第 88 号）に基づく「水田・畑作経営所得安定対策」における畑作物の直接支

払交付金及び収入減少影響緩和対策の交付金単価の算定に利用 

④ 農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づき、農業共済制度により国が補填

する損害額の認定における共済基準収量の算定に利用 

⑤ 野菜生産出荷安定法（昭和 41 年法律第 103 号）及び「野菜生産出荷安定法施行

規則」（昭和 41 年農林省令第 36 号）の規定に基づき、主要野菜の集団産地の指定、

区域の変更、解除をする際の審査に利用 

  ⑥ 果樹農業振興基本方針における目標栽培面積の策定及び目標達成に向けた生産

指導・達成状況検証に利用 等 

 

２ 他の統計調査との重複 

 作付面積及び収穫量（出荷量）に関する基幹統計調査は、本調査以外にないが、一

般統計調査としては、特定作物統計調査、地域特産野菜生産状況調査、花木等生産状

況調査及び特用林産物生産統計調査（いずれも農林水産省実施）がある。しかし、こ

れらは対象品目を相互に調整しており、重複なく整理している。 
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調査名 把握対象となる作物 調査周期 報告者 
作物統計調査 
 
 
 

水稲 毎年 
 
 
 

・実測調査 
陸稲、麦類、大豆、そば、かんしょ、なたね、飼料

作物、てんさい、さとうきび、野菜（指定野菜、特

定野菜）、茶、果樹、花き（鉢物の花木類を含む。） 

・農協等の関係団体 
・農林業経営体 
 

特定作物統計調査 
 

豆類（小豆、いんげん、らっかせい）、こんにゃく

いも、い 
毎年 
 

・農協等の関係団体 
・農林業経営体 

地域特産野菜生産状況調査 上記２調査以外の野菜で地域特産の野菜（うど、エ

シャレット、オクラ等） 
２年周期 
 

・都道府県 
 

花木等生産状況調査 花木類（鉢物を除く。）、芝、地被植物類 毎年 ・生産組合 
特用林産物生産統計調査 
 
 

きのこ類、山菜類（いずれも上記４調査の対象外） 
木炭等、薬草等、竹材・桐材等 

毎年 
 
 

・生産者 
 
 

 

３ 行政記録情報等の利活用 

  鹿児島県のさとうきび及び茶、長野県の花きについては、当該県が保有する行政記

録情報等を活用している。 

  その他の作物・都道府県については、データの入手可能な時期が本調査に間に合わ

ない、調査年の周期が違う（作物統計は１月から 12 月だが、行政記録情報等は４月か

ら翌年３月である等）、調査対象品目の調査を行っていない、活用できる品目が限定

的等の理由から、作物統計調査に代替することはできない。 

 

４ 事業所母集団データベースを利用した重複是正等 

 本調査の対象となる農林業経営体のうち組織法人経営体についての重複是正につい

ては、毎年６月下旬までに母集団名簿をデータベース照合し、重複是正の対象となる

経営体以外を抽出して調査を実施することとしている。調査履歴については、重複是

正の後、速やかに調査対象名簿を提出する。また、調査票の提出期限は、作物の種類

及び生育状況によって異なるが、概ね翌年の６月上旬には到来することから、最終的

な調査結果名簿については、当該翌年の概ね９月上旬までに提出することを予定して

いる。 

 また、関係団体等については全数調査であることから、重複是正は行わない。調査

結果名簿については、前段同様の理由から当該翌年の概ね９月上旬までに提出するこ

とを予定している。（直近の調査結果名簿の履歴登録は令和７年９月に実施） 
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